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第1章 緒論 
 
  全球上の人為的な二酸化炭素放出量の 1~2 割は土地利用変化に由来している
こと、メタン(二酸化炭素の 28 倍強力な温室効果ガス; IPCC, 2013)の大半は自然
湿地・水田・永久凍土から放出されていること、亜酸化窒素(二酸化炭素の 265
倍強力な温室効果ガス; IPCC 2013)の大半は自然生態系土壌・農業から放出され
ていることが知られている(図 1-1)。2014 年 11 月、気候変動に関する政府間パ
ネル(IPCC)の第五次評価報告書の統合報告書、政策決定者向け要約版が承認・公
表されるとともに、統合報告書本体が採択された。大気中の各温室効果ガス濃度
が継続的に高くなり続けていること、過去 30 年間の気温上昇速度が著しく高い
こと(図 1-2)、今日まで放出されてきた温室効果ガスの内、24%が農業・土地利用
変化に由来すること等が報告された。 
 
図 1-1. 温室効果ガス(CO2, CH4, N2O)の放出源 (IPCC 2007, 2013 より作図) 
 
  
図 1-2. 過去 30 年の気温上昇 (IPCC 2014)   
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 国際気候変動パネルでは、産業革命以降、2100 年までの地球の大気温度上
昇を 2℃までに抑えることを目標としてきた。即ち 1870 年~2100 年までに大
気へ放出される全球上の温室効果ガス放出量を 790GtonC 以下に抑えることを
目標としてきたが、統合報告書により、既に 1870~2011 年の間に 515GtonC
もの炭素が大気へ放出されていることが明らかになった(IPCC, 2014)。同報告
書では、すでに 65%もの許容温室効果ガス排出量が満たされてしまっており、
30 年以内に目標値に達してしまうとの見通しが立てられており、このまま緩和
策が進められなければ 2100 年には急激な温度上昇が引き起こされ、農業生産
性も大きく損なわれると予測されている(図 1-3, 4)。 
 
 
図 1-3. 2100 年までの気温上昇予測結果 (IPCC, 2014) 
 
 
図 1-4. 2100 年までの気温上昇予測結果 (Iwanaga, 2014)  
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また、本統合報告書にて、1970 年~2010 年の間、地球上に集められる太陽
エネルギーの 90%以上が海洋に集められてきたこと、1970 年来ほとんど変化
していない地温(Land temperatures)に比べ、平均海水温度は著しく上昇し続
けていることが明かされている(図 1-5)。以上より、今後海岸域水位の上昇によ
る洪水害が多発すると考えられている。
  
図 1-5. 平均気温(a)と平均海面水位(b)、海水温度(c)の継続的上昇(IPCC, 2014)  
(c) 
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 2013 年 10 月、ドイツにて UNFCCC 事務局による会議 Technical and scientific 
aspects of ecosystems with high-carbon reservoirs not covered by other agenda items 
under the Convention が催され、膨大な炭素、特に土壌有機物を蓄えている世界炭
素貯蔵庫(永久凍土・湿地/泥炭地・沿岸生態系)の温室効果ガス観測の重要性が議
論された(図 1-6, a)。特に、気温の高い熱帯林では微生物分解が急速に進むため
に北方林と比べると土壌炭素貯留量が小さいが(図 1-6, b)、その分、土壌有機物
分解が急速に進み、多量の温室効果ガスが放出されうる可能性がある。 
 同会議の結果、世界炭素貯蔵庫は農業・水産業に由来する土地利用変化に晒さ
れ、多量の二酸化炭素を放出しているものの、その温室効果ガスを精緻に評価す
る MRV(Monitoring, Reporting and Verification)システムの確立にはいまだ至って
いないと結論づけられた(UNFCCC, 2013)。したがって、人為的影響(農業・水産
業に由来する森林伐採・排水・灌漑・施肥などの土地利用変化)に晒されている
世界炭素貯蔵庫の温室効果ガス発生量を評価することが求められている。 
 
 
図 1-6. 豊富な土壌有機物量を保持している世界炭素貯蔵庫(a)と 
北方・温帯・熱帯での炭素貯蔵量の分布(b) (UNFCCC2013, Carlson et al. 2009)  
(a) 
(b) 
Boreal forest 
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特に、重要な炭素貯蔵庫としてモンスーンアジアが挙げられる。高温多雨であ
り、多くの巨大河川(メコン川、揚子江、珠江、ソンコイ川、サルウィン川、イ
ラワジ川、ブラマプトラ川、ガンジス川、インダス川など)に恵まれた広大な低
湿地環境である(新井, 2013)。北方には全球上森林生態系の保存している炭素の
60%程度、熱帯には 30%程度の炭素が蓄えられている(図 1-6)。熱帯林生態系の
保存する炭素量は北方林が擁する量と比べるとやや劣っているが、気温が高く
生物・生態系活性が高いことに加え、発展途上国のほとんどが熱帯に位置するこ
とから人為的活動（特に土地利用変化）の影響を受けやすいことから、多量の温
室効果ガス放出が引き起こされやすいと考えられている(新井, 2013)。 
特に、モンスーンアジア島嶼部の沿岸(スンダ棚海周辺の大地)は、約 6000 年
前の 1.9mの海面上昇により沈水し、かつての大地基盤の上に木質泥炭が堆積し、
膨大な量の土壌有機物が貯蓄されている(世界の熱帯泥炭の約 70%に相当する, 
図 1-7, 古川, 1996)。 
さらに耕地として利用できる低地の面積も世界全体の半分以上を擁する（祖
父江, 1988）。潜在的可耕地の観点では、世界の潜在的可耕地の 1/10 が沖積土壌
地帯であるとされるが、モンスーンアジアでは潜在的可耕地の 1/3 が沖積土壌地
帯である(Kyuma, 2009)。以上のように農業に適した豊かな自然生態系であるこ
とから、世界の水田（人工湿地）の 90%程度も同地域で設けられており(Kyuma, 
2009)、農業開発と炭素貯蔵生態系保全のせめぎあいが顕在化している(新井, 
2013)。加えて、モンスーンアジアでは広範に低湿地がひろがっており、海水面
上昇にともなう洪水被害の多発など世界的にみて気候変動の影響を最も強く受
けている地域とされている(図 1-8)。 
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図 1-7. モンスーンアジアの位置およびスンダ海周辺の海底地図 (de Buyen et al., 2014) 
 
 
図 1-8. 世界の年間洪水被害者人口 (緑数字×1000 は被害者人口を、赤数字は世界の年間洪水被害者数
の内、アジアが占める割合を示す。Iwanaga, 2014)  
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熱帯泥炭地(熱帯有機質土壌湿地) 
気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第 4 次アセスメントレポートによる
と、全世界の化石燃料による二酸化炭素放出量は、2000-05 年では年間 264 億ト
ンと推計されている(IPCC, 2007)。しかし一方、同レポートは、森林火災によっ
て放出される二酸化炭素総量は年間約 60-150 億トンと推定している。このこと
は、人為的攪乱などによる陸域生態系からの二酸化炭素の放出がいかに多いか
を示しているが、この値は森林だけの評価で、地下に多量に炭素を蓄積している
熱帯泥炭生態を考慮していない。熱帯に泥炭があることはあまり知られていな
いが､低湿地では微生物分解が抑制されているために膨大な量の有機物、炭素を
蓄積している生態系がある。この熱帯泥炭生態系の攪乱が進み、さらにエルニー
ニョの発生年には、森林火災が増加し化石燃料による二酸化炭素放出量に匹敵
する量が熱帯泥炭生態系から放出されることも確認されている(Page et al., 2002)。 
2008 年のギネスブックに、インドネシアは世界一森林消失の早い国として掲
載されている。WWF(世界自然保護基金)-インドネシアと北海道大学、ドイツの
Remote Sensing Solutions による共同報告書「スマトラ島の自然林破壊が地球温暖
化と種の絶滅を促進：WWF」によると、インドネシア国内でも、スマトラのリ
アウ州で特に森林消失が大規模に速い速度で進んでおり、リアウ州だけで、過去
25 年間で 420 万ヘクタールの自然林が消失したと報告されている。また、2005-
6 年の間にリアウ州では 29 万ヘクタールの自然林が消失した。これは年間 11%
の森林消失で、世界最高の速度である。以上のように、インドネシアでは泥炭地
かく乱および土地利用・土地利用変化・林業（LULUCF）によって、多量の温室
効果ガスが放出されており、結果、その温室効果ガス量は中国・アメリカに次い
で世界第 3 位となっている(図 1-9)。 
  
図 1-9. 世界の温室効果ガス放出源(a)とインドネシア温室効果ガス放出源(b) 
(LULUCF: Land Use, Land Use Change and Foresty; DNPI, 2010; Osaki, 2013; EIA, 2014)  
(a) (b) 
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タイ、マレーシア(サラワク州を除く)などでは、山岳部をのぞいて熱帯雨林は
1980 年代にはほぼ消失して、ゴムやオイルパームのプランテーションに転換し
た一方、インドネシアにはいまだ広大な森林地帯が残っている。「World Resources 
2000-2001」(2000)の世界の森林被覆度によると、熱帯では、ボルネオ島やパプア
ニューギニア、アマゾン、中央アフリカで 70%以上を示している。また、世界の
土壌中の炭素蓄積量分布によると、1 平方メートルあたり 30 キロ以上の炭素を
含む地帯は森林被覆度の高い地域と重なる。 
高温で微生物活性の高いとされる熱帯にて土壌炭素の蓄積が多い理由は、低
湿地の地形で有機物が分解しにくい嫌気的土壌環境があるからであり、現在、地
球上で森林被覆度が高い熱帯地域は、低湿地で有機物が蓄積している「水の森」
と呼ばれる。こうした地域は開発しても土地利用が極めて困難なことから、あま
り手がつけられずに来た(大崎・岩熊, 2008)。 
 主要な熱帯の低湿地・泥炭は東南アジア島嶼部、アマゾン、中央アフリカに存
在するが、熱帯の低湿地・泥炭の炭素蓄積量は二酸化炭素換算で 3,070 億トンに
相当し、東南アジア島嶼部では地質的に浅い海が長期続いてきたため(図 1-7)、
その約 70%が集中し、特に、インドネシアで世界の熱帯泥炭の約半分の 1,950 億
トンが存在する(Strack, 2008; 図 1-10)。1997 年から 98 年にかけてエルニーニョ
が起き、極度の乾燥のために、泥炭を中心とする火災が頻発し、インドネシア全
体から大気に放出された炭素は 30-94 億トンと推定されている(Page et al., 2002)。
これは、世界の化石燃料による二酸化炭素放出の 13-40%に相当する。 
 
図 1-10. インドネシアの熱帯泥炭の分布(a)と世界の熱帯泥炭の分布(b) 
(Strack, 2008; Osaki, 2013)  
(a) 
 
(b) 
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近年、インドネシアの熱帯泥炭の開発圧は極めて高い状態で、特にオイルパ
ームのプランテーション栽培が急拡大している。オイルパームは水に弱く､排
水路を掘り、水位を下げて、泥炭を乾燥化する必要があるが、排水すると土壌
が好気的となり微生物分解が急速に高まる。インドネシア・カリマンタンでは
1990 年代にメガライスプロジェクト (100 万ヘクタールイネ栽培)計画により、
大規模な運河掘削と熱帯泥炭林の伐採が行われた。この地域の二酸化炭素の収
支を求めるために､熱帯泥炭では世界で唯一の観測タワー3 基(自然林、排水の
ダメージがある自然林、焼け跡地)を設置した結果、排水された泥炭地からは 1
平方メートルあたり年 1,500(排水のダメージがある自然林)-3,000(焼け跡地)グラ
ムの二酸化炭素が放出されていることが明らかになった。メガライス計画は頓
挫して放棄されているが､ここの 100 万ヘクタールを生態区分して､観測値をあ
てはめて二酸化炭素の放出を試算すると、2-3 千万トンになり、ここだけでも
日本の年間排出量の 1-2%に相当することになり、これに火災が加わると、メガ
ライスプロジェクト地域だけで、火災のひどい年には日本の排出量に匹敵する
二酸化炭素が放出されていると推計されている(Hooijer et al., 2006; Hatano, 
2009)。  
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熱帯無機質土壌湿地 
酸素が乏しい湿地土壌では、有機物の微生物分解が進みにくく多量の炭素が
蓄えられるが、一方で、自然湿地や人工湿地（水田）では絶対嫌気性メタン生成
菌によって多量のメタンが放出される(新井, 2013)。熱帯生態系の中でも、特に
広大な低湿地が広がっているのが上述のモンスーンアジアであり、その土壌肥
沃度の高さ・灌漑水の豊かさから地球上の人口を支える重要な農業生産環境で
となっている(p5 参照)。しかしながら、集約的に水稲生産が行われるこの生態系
は重要なメタンの放出源の一つともなっている(図 1-13)。 
 
 
 
図 1-13. モンスーンアジア内の土地面積、人口、窒素施肥量、農業起源温室効
果ガス放出量、水稲生産量、水稲由来の温室効果ガス放出量が世界全体の内に
で占める割合（FAO-STAT, 2014）  
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5P に記載してあるように、モンスーンアジアは多くの巨大河川(メコン川、揚
子江、珠江、ソンコイ川、サルウィン川、イラワジ川、ブラマプトラ川、ガンジ
ス川、インダス川など)を擁するが、これらの河川の中でも合流河川、分流が少
ないメコン河は特に特徴的である(新井, 2013)。合流河川が少なく、東南アジア
最大の河川(総延長約 4800km)であるにもかかわらず、流域面積が狭いなどの独
特な特徴をもち(同級河川の流域面積は 2~7Mkm2であるが、山岳地帯を流れてい
るメコン河の流域面積は 0.8M km3程度しかない)、この地形から、浸食作用によ
って上流域から大量の土砂は分流せずにベトナム南部へ集中的に土砂を堆積し、
肥沃な土壌を形成している。このメコンデルタはベトナム領内だけで面積は約
4Mha、ほぼ九州全域の面積に匹敵する広さを持つ(新井, 2013)。 
メコン河の恩恵を受けているベトナムは、メコンデルタを中心に集約的な水
稲生産を展開させ、年間水稲生産量が主要水稲輸出国(タイ、ベトナム、インド、
パキスタン)の中でも最も高く(2010 年: 40Mt)、世界第 4 位に位置している(FAO 
STAT 2014)。国土 33.1M ha のうち、農地 9.4Mha・可耕地 6.54Mha・森林地帯が
13Mha によって占められている自然豊かなベトナムの風土は、高い農業生産性
を有している。その内 3.9Mha が水田として存在、二・三期作の影響で水稲作付
面積は 7.4Mha に上り、年間 40～42Mt の米が生産されている。しかしながら一
方で、その集約的な水稲生産から、モンスーンアジアの中でも特に強力なメタン
の放出源となっている可能性が指摘されている(図 1-14)。 
 
 
図 1-14. モンスーンアジア内水田から放出されるメタン量推定値(Yan et al., 2009)  
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沿岸生態系 
海洋および沿岸生態系にて、大気から固定された炭素は BLUE CARBON と
呼ばれ、海洋中の生物バイオマスおよびマングローブ林・海草藻場への堆積物
から構成される。その量は地上の炭素貯蔵庫(泥炭地・熱帯雨林など)の炭素貯
蔵量に匹敵するものとして注目されている(UNFCCC, 2013)。 
 特に、マングローブ林は地上で最も生産性が高い生態系（あるいはその一
つ）であり(Eong, 1993)、熱帯沿岸地域の大部分を占めていることから、重要
な有機物供給源として注目されている(Robertson et al., 1992、図 1-15)。特
に、その豊富な炭素貯蔵量から、人為的活動による影響を受けて、多量の温室
効果ガスを放出する可能性が指摘されている(表 1-1, Giani et al., 1996; 
Holguin et al., 2001)。例えば、マングローブ林地の養殖池への転換によってお
よそ 75 t C ha-1 年-1もの炭素が大気へ放出されるとの算定結果や(Eong, 
1993)、土壌中メタン生成活性・酸化活性・放出量いずれもが有意に高くなっ
たとの報告がある(Strangmann et al., 1999)。また、カリフォルニアのマング
ローブ林土壌の調査結果、下水汚物の廃棄によってメタン生成活性が 5 倍以上
に高くなったなどの報告がある(Strangmann et al., 1999)。 
 
 
図 1-15. Blue Carbon の分布と各生態系の炭素貯留量 
(Spalding et al., 2010; Pendleton et al., 2012; Kauffman et al., 2013; Kennedy et al., 2013)  
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表 1-1. Blue carbon 貯留量と年間炭素放出量 (Pendleton et al., 2012) 
 
 
実際、既に人為活動によって世界のマングローブ林の 35%が失われている 
(図 1-16)。例えばベトナム・メコンデルタでは、ベトナム戦争時の枯葉剤の被
害によって 100,000ha ものマングローブ林が破壊された(Binh et al., 2003)。
1970 年代初期、ベトナム最南部の Ca Mau 省ではおよそ 200,000ha ものマン
グローブ林が存在したが、建築用木材および炭材としてマングローブ林の過剰
伐採が行われ(Green et al., 1998; Tong et al., 2004; Lebel et al., 2002)、さら
にエビ養殖池への転換が進み(Kovacs et al. 2004)、現在ではかつての 80%以上
ものマングローブが失われ、炭素隔離能力が低下している可能性が懸念される
(図 4-3; Vo et al., 2013a)。世界のマングローブ林損失要因の中でも、エビや魚
の養殖(52%)・淡水侵入(11%)が大部分を占めており、土壌への炭素供給量だけ
でなく、土壌の理化学性や水質変化が伴っていることが推察される(図 1-16)。
また、堤防や畔の建設のための水飽和土壌の掘り起しに伴い、貯留されていた
土壌有機物の微生物分解の促進も懸念されており(図 1-17)、再湛水化・再植林
による炭素貯留能の回復が期待されている(図 1-18)。 
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図 1-16. Blue Carbon の分布と各生態系の炭素貯留量 
(Kennedy et al., 2013; Vo et al., 2014b; GOV, 2011) 
 
 
図 1-17.マングローブの養殖池化に伴う sediment 集積量の低下(Winterwerp, 2014) 
および土壌の掘り起しに伴う土壌有機物分解の促進(Kennedy et al., 2013)  
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以上より、マングローブ林から放出される温室効果ガス発生量と、人為活動
の影響を評価する必要がある。しかしながら、不均一な解放系生態系であるマ
ングローブ林では、温室効果ガス観測例はいまだ限られており、正確なベース
ラインの評価例は限られている。近年では、渦相関法(一種の微気象学的手法)
によるメタンの観測も、世界最大のマングローブ林であるインド・スンダルバ
ンにて行われるようになったが(Jha et al., 2014)、同レポートでは、-0.8 umol 
m-2 s-1 (-30 mgC m-2 h-1以下)もの強力な負のメタンフラックスが時折検出され
るなど、いまだ精度の高い観測が困難な状態にある。 
 
 
図 1-18. 掘り起こされた土壌の再湛水・再生植林に伴う年間炭素放出量
(Kennedy et al., 2013) 
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本研究では、豊かな炭素貯蔵環境を擁するものの、活発な農林水産業開発にも
さらされているモンスーンアジア内の熱帯炭素貯蔵庫[有機質土壌湿地内の集約
的農地および自然林地(第 2 章)、無機質土壌湿地内の集約的農地(第 3 章)・自然
マングローブ林地(第 4 章)]を対象に、より持続的な（生産性を維持・あるいは高
めつつ温室効果ガス放出量を低く抑える）水・炭素管理技術を提案するため、現
地調査と圃場試験をおこなった(図 1-19)。 
 
図 1-19. 本論文の構成. 熱帯の炭素を豊富に蓄えている生態系(炭素貯蔵庫)を
[有機質土壌湿地内の集約的農地および自然林地(第 2 章: 熱帯泥炭地)、無機質土
壌湿地内の集約的農地(第 3 章: 熱帯水田)・自然林地(第 4 章: マングローブ林)]
に分けて調査し、各々の生態系で最も持続的な（生産性を維持・あるいは高めつ
つ温室効果ガス放出量を低く抑える）水・炭素管理技術を提案するため、現地調
査と圃場試験をおこなった。 
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第 2 章 排水された熱帯泥炭地の人為的温室効果ガス放出 
―熱帯有機質土壌湿地内の集約的農地および自然林地での観測― 
 
2-1   背景および目的              
 
これまで熱帯の泥炭地は有機物を集積し、炭素の貯蔵庫としての機能を果た
してきた。しかしここの乱開発で､巨大な炭素放出源に転じている。正確な値を
出すのはいまだ困難な状態であるが、(1)世界の熱帯泥炭地に 3,070 億トンの二
酸化炭素が蓄積しており､わずか 1%破壊しても(実際にはそれ以上のスピードで
破壊が進んでいる)、世界の化石燃料による二酸化炭素の 10%が放出されること、
(2)1997-8 年のエルニーニョにより、主に泥炭火災で､膨大な炭素が放出され､他
の火災と併せて通常の大気二酸化炭素増加速度の約 2 倍になった(つまり化石燃
料による二酸化炭素放出量に匹敵する量が陸域生態から放出された)こと、(3)二
酸化炭素の現地でのタワー観測によっても、インドネシア・カリマンタンの泥炭
地内に位置する 100 万ヘクタールのメガライスプロジェクトの放棄地から、微
生物分解により日本の排出量の 1-2%が常時排出されていることなどから、現在
すでに、熱帯泥炭地から、少なくとも化石燃料による全世界の二酸化炭素放出量
の数%が恒常的に排出され、エルニーニョによる異常気象年には､泥炭以外の火
災も含めて多くの炭素が放出されている。 
また、排水や森林火災による泥炭分解は二酸化炭素の放出だけではなく、亜酸
化窒素やメタンの放出にも影響することが知られている。亜酸化窒素フラック
ス調査により、排水後の湿地からは特に大きな亜酸化窒素発生が多数報告され
ている他、熱帯の湿地が地球における主要なメタンの放出源である可能性が示
唆されている(Goodroad et al., 1984)。本研究では排水によって、強力な二酸化炭
素放出が報告されているインドネシア中央カリマンタンの熱帯泥炭地において
(Page et al., 2002)、森林火災・農地化が、泥炭土壌分解に由来する温室効果ガス
放出に及ぼす影響を、土壌微生物学的解析法を用いて評価した。 
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2-2   実験法                                         
 
調査地 
木材と農地の需要が高まったために、中央カリマンタンにおいては、1970 年
代から森林破壊と排水が大規模に進み、20-30 年前から経済発展のため集中的な
伐採、排水、プランテーション化にさらされた。対象地には 70PgC もの泥炭が
あり、この量は世界の泥炭の 20%、世界の土壌炭素の 2%に匹敵する。4.2×105km2
存在する中、カリマンタンには 6.8×10４km2、つまり、世界の泥炭の約 12%をし
める泥炭がある(Page et al., 1999)が、中央カリマンタンではメガライスプロジェ
クトが失敗し(1995 年にインドネシア政府によって実行されたものの、1999 年に
経済危機のためこのプロジェクトは中止になっており、広大な荒れた泥炭が残
された)、100 万 ha を超える泥炭の生態系が破壊された。排水用運河は幅 30m、
約 4500km の長さで建設された。インドネシアの泥炭の厚さは 20m で莫大な炭
素を抱える最大の浅地であるが、排水や伐採がおこなわれた場合、泥炭土壌は火
災に対してより脆弱になる。さらに加えて、エルニーニョ南方振動（ENSO）に
よる日照りや乾燥条件によって泥炭火災や腐植分解がより悪化した。多くの場
合、泥炭への火入れは除草のために農家が行ったり、偶然的にタバコから点火し
て起きたりする。乾燥状態によって火災はより拡大し、泥炭撹乱のリスクが大き
くなる。また、排水により森林が撹乱され、地下水も下がり、土壌の泥炭酸化分
解からの二酸化炭素放出を促進させ、純生態系二酸化炭素吸収量も季節変動を
みせる。また、濃い煙によって光量子束密度が下がるといった現象も報告されて
いる。 
とくに、エルニーニョのときには乾燥の影響が大きく 1997/98 年にはインドネ
シアにおいて 2.4-6.8×106ha の泥炭土壌が燃えた。さらに、その後も、2002、2006
年に再び火災が起きた。2006 年では日照りが長く続き、40601 地点のファイアホ
ッ ト ス ポ ッ ト が 衛 星 に よ り 見 つ け ら れ た
(http://www.census.hokudai.ac.jp/html/JST_JICA/index.html)。1997 から 2006 年の十
年間における１年間の泥炭火災 CO2 排出量は世界の 1 年間における化石燃料由
来 CO2排出量の 19-60%に相当する（Hooijer et al., 2006）。以上のように、インド
ネシアの泥炭は CO2 シンクからソースへと変わっている。泥炭土壌の高さは端
と中央で 4-10m との違いがあり、我々のサンプリング地点は泥炭ドームの頂上
部に位置する、降水依存型の貧栄養泥炭である。この地域の樹高は最大 35m、平
均 26m(Hirano et al. 2005)であり、乾燥仮比重 0.1g/cm3、炭素含量は 58％（イン
ドネシアの泥炭土壌の平均）と報告されている。年間、1.4-5.3Gt の二酸化炭素が
乾期の火災や土地開発の火によって放出されているとの推定がタワー計測値か
ら報告されている。なお、このサンプリング地点の自然林における泥炭の厚さは
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3.50-4.85m であるとされる(Tuah et al.,2001)。 
試験対象としている森林はSebangau川とKahayan川に挟まれており、運河は
森の中を流れていて、森の面積は50 km2とされている。地表高度は海抜30mし
かない。森林は平均樹高26mの均一な二次林（いくつかは1990年終わりまでに
選択的に伐採されている）となっている。自然林における主要な植生は落葉性
樹林で構成されており、アニソフィレア（Combretocarpus rotundatus）, 
Tetramerista glabra Miq., Calophyllum sp., Shorea sp., Danser,Palaquium sp., 
Buchanania sessifolia Bl., Syzygium sp., Dactylocladus stenostachys Oliv., in Hook, 
Dyera costulata (Miq.) Hook.f., Ilex cymosa Bl., Tristaniopsis obovata R. Br. and 
Dyospyros sp. (Tuah et al. 2003)などである。一方、火災跡地の火災前(2002年)に
おいても豊富な樹種(C. rotundatus, Camnosperma coriaceum (Jack.), Hall.f., 
Palaquium sp., T. glabra, Calophyllum sp.,D. costulata)に覆われていた (Tuah et 
al.2001)。しかし、火災後この地域はシダ類(Stenochlaena palustris (Burm.f.) 
Bedd. and Nephrolepissp.)によって覆われるようになった(Takakai et al., 2006)。  
USDAの分類では対象土壌はTropofibristsに分類される(Takakai et al., 2006)。 
 
 
図 2-1. 試料採取地(インドネシア中央カリマンタン、パランカラヤ) 
UNF自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地  
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2009 年 6, 12 月; 2010 年 7, 9, 11 月; 2011 年 3 月にて現地調査を行った。 
UNF   S2○ 19'25.2"    E113○ 54'16.4" 
DF     S02○ 20'47.7''  E 114○ 02'15.2'' 
BFa    S 02○ 20'30.8'' E 114○ 02'16.9'' 
BFb S 2○ 19'23.0"    E 114○ 0'59.2" 
CL(Crop land) 
農耕地 
CLa・・・トウモロコシ・ホウレンソウの混作(2009 年 12 月のみ 
ホウレンソウ) 
CLb・・・パパイヤ 
CLc・・・トウガラシ、パパイヤ 
CLd・・・トウモロコシ 
 
  
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2. Cla の圃場図. 作付されている作物の株間が記載されている。 
 
 
栽培期間 2 カ月 
1 週目・・・除草、残渣除去 
2 週目・・・Abu（焼却したトウモロコシ残渣）、牛糞たいひ肥料投入、芽生えを
移植。 
8 週目・・・収穫 
施肥情報・・・以下に栽培期間 2 カ月、トウモロコシ 1 株における施肥情報を記
す。 
30 cm 
15 cm 
トウモロコシ 
ホウレンソウ 
200cm 
100cm 
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Cla においては、尿素(スプーン一杯、11.23g 程度)が 3 回(33.69g 程度)栽培期
間内(2 カ月)にトウモロコシ 1 株周辺へ投入される。同様に Pupuk NPK Phonska 
(化学肥料 N 15%、P2O5 15%、K2O 15%、S 10%)を 14.61g×3 回、TSP(牛糞堆肥 C 
12.5%、C/N 比 10-25、pH 4-8、Kader Air 4-12%)を 20.34g×3 回、Yara Mila 
MUTIARA(化学肥料 N 16%、P2O5 16%、K2O 16%)を 15.58g×3 回施肥した。 
なお、CLb、CLc においては、Yara Mila MUTIARA のかわりに Pupuk NPK 
Pealangi(化学肥料 N 20%、P2O5 10%、K2O 10%)18.73g×3 回が投入されていた。 
 
 
                                                                 
                                       
 
 
               
 
 
 
 
図 2-3. Cld の圃場図. 作付されている作物の株間が記載されている。 
 
CLd・・・年間施肥回数 6 回、株数/m2 3 株 
1 株当たり、1 回の施肥で土壌へ投入される量 
尿素    11.23g 
化学肥料 Phonska 14.61g 
堆肥  TSP  20.34g 
化学肥料 Yara  15.58g 
合計窒素量  7.51g 
 
施肥窒素量  1351kgN/ha/year  
 
60cm 
200 cm 
100 cm 45cm 
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分析法 
 
1) 土壌水分(乾熱法) (土壌環境分析法編集委員会、1997) 
  測定に用いる秤量管は前もって 105℃にした乾燥機(オーブン)で 5 時間以上
乾燥させ、デシケーター内で室温まで放冷後(約 30 分)、化学天秤で精秤した（恒
量を測る）（a）。湿潤細土を 5～10ｇアルミ秤量管に取って精秤し(b)、105℃で
24 時間以上乾燥させた乾土の重量 (c)を測り、その減量 (b-c) をもって水分量
とした。 
 
 ・含水率：(b-c) / (b-a)×100 
 
2) 可溶性有機態炭素量 （SOC ; Soluble Organic Carbon） 
   採取湿潤土壌 10g に 50mL の超純水を加え、30 分間往復振とうした後、ろ
紙（東洋ろ紙 6 号）でろ過し、抽出液を得た。抽出液中の可溶性有機体炭素は
有機体炭素計（島津製作所 TOC-5000）を用いて 2 連で行った。検量線はフ
タル酸カリウムを用いて求めた。 
 
3) WFPS 
採土管の土壌サンプルを土壌三相計 DIK-1130(大起理化工業株式会社製)
に 3 反復で供し、三相率および孔隙率を求めて、以下の式に代入した。 
 
・WFPS=(液相)/(孔隙率) 
 
4) pH（H2O，KCl） 
   pH（H2O，KCl）の測定はガラス電極法（土壌環境分析法編集委員会編 1997）
を用いた。pH（H2O）は土壌と超純水の比率が 1：2.5 となるように混合した後
1 時間放置し、懸濁液の pH を pH メーター（堀場製作所 pH METER D-52）
のガラス電極を懸濁液に浸し、AUTO HOLD 機能を用いて測定した。 
 
5) EC（電気伝導率） 
   EC の測定は 1：5 水抽出法（土壌環境分析法編集委員会編 1997）を用いた。
土壌と超純水の比率が 1：5 となるように混合した後 1 時間振とうし、懸濁液
の EC を EC メーター（東亜 DKK 社 EC METER CM－14P）を用いて測定し
た。 
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6) アンモニア態窒素量 
   土壌中のアンモニア態窒素量はニトロプルシッド法（Anderson and Ingram, 
1989）を用いて比色定量した。土壌 10g に１M 塩化カリウム溶液を 50mL 加え
30 分振とうした後ろ過し、そのろ液を抽出液とし測定に用いた。抽出液 1mL
を試験管にとり、A 液を 5mL 加え混合し 15 分放置した。その後 B 液を 5mL 加
え混合し、60 分間静置した後、分光光度計（島津製作所 UV-1200V）で 655nm
の吸光度を測定した。検量線は 0～10mgL－1 の範囲で作製した。アンモニア態
窒素量は以下の式を用いて算出した。 
 
アンモニア態窒素量（mgN kg－1乾土）=ｘ×(50＋ｖ)×(1/1000)×(1000/ｆ) 
ｘ：測定液中のアンモニア態窒素濃度（μgN mL－1） 
ｖ：湿潤細土 10g 中の水分量（mL） 
ｆ：湿潤細土 10g 中の乾土重（g） 
 
7) 硝酸態窒素量 
   土壌中の硝酸態窒素量はヒドラジン還元―ナフチルエチレンジアミン法（林
ら 1997）を用いて比色定量した。アンモニア態窒素の測定と同様に抽出を行い
作製した抽出液はマグネシウムイオンと水溶性有機物による発色の阻害を避
けるために 10 倍に希釈した。希釈倍率はあらかじめ山砂を用いた予備実験で
検討して決定した。この希釈液を 5mL 正確に試験管に採り、水酸化ナトリウム
溶液を 1mL 加え混合後、銅試薬（保存液を 500 倍に希釈したもの）を 1mL 加
え混合し、次に硫酸ヒドラジン溶液を 1mL 加えて混合し 38℃の恒温槽内で 30
分間反応させた。その後 20％アセトン溶液を 1mL加え混合し反応を停止させ、
2 分後にスルファニルアミド試薬を 1mL 加え混合した。約 5 分後に NED･2HCl
試薬を 1mL 加え混合し 20 分後に分光光度計（島津製作所 UV -1200）で 540nm
の吸光度を測定した。検量線は 0～1.0mg L－1の範囲で作製した。硝酸態窒素量
は以下の式を用いて算出した。 
 
硝酸態窒素量（mgN kg－1乾土）=ｘ×10×(50＋ｖ)×(1/1000)×(1000/ｆ) 
ｘ：測定液中のアンモニア態窒素濃度（μgN mL－1） 
ｖ：湿潤細土 10g 中の水分量（mL） 
ｆ：湿潤細土 10g 中の乾土重（g） 
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8) 全炭素量と全窒素量 
土壌中の全炭素量および全窒素量は乾式燃焼法（土壌環境分析法編集委員会
編 1997c）を用いて測定した。風乾細土をメノウ乳鉢を用いて微粉砕し 0.5mm
の篩を全通させ風乾細微土とした後、風乾微細土約 500～1000ｍｇをオート
サンプラー付 CN コーダー(柳本製作所：MT-700)で測定した。検量線には馬
尿酸を用い、40～70mg の範囲で作製した。 
 
9) バイオマス炭素量(Inubushi et al., 1991; Joerensen, 1996) 
  バイオマス炭素量の測定は、バイアル瓶内に土壌を調整し、培養器（日本医科
機械製作所：ＬＰ－200－Ｄ）で 10 日間前培養した。分析は 3 反復で行った。 
①クロロホルムくん蒸処理 
   市販のクロロホルムには安定剤としてエタノールが入っているのであらか
じめこれを除去した。分液ロートにクロロホルム 50ｍＬと蒸留水 100ｍＬを入
れ、よく混合した後に蒸留水を捨てた。蒸留水を交換してこの操作を計５回繰
り返した。処理後のクロロホルムには無水硫酸ナトリウムを少量加え、脱水を
行った。 
   100ｍＬ振とう瓶に培養したくん蒸用土壌を入れた。くん蒸用のコックが付
いたデシケーターの底部に 70～80℃の約 300ｍＬの温水を入れ、くん蒸用の土
壌の入った振とう瓶を、エタノールを除去したクロロホルム約 25ｍＬと沸騰石
を入れた 100ｍＬ容ビーカー２個とともにデシケーターに入れた。デシケータ
ーの蓋を閉め、水流アスピレーターで減圧し、沸騰石からの気泡の発生が始ま
ってから２分後にコックを閉じた。この状態で 24 時間 25℃の暗所に静置し、
くん蒸を行った。 
   くん蒸終了後、デシケーターのコックを開け、空気が入るのを確認してから
デシケーターの蓋を開けた。なお、この際蓋が非常に開きにくいことがあるが、
そうした場合にはデシケーターに温水をかけて開けるのが有効である。まずデ
シケーターの中からクロロホルムの入ったビーカーを取り出し、底部に溜まっ
ている水を取り除いた。次に土壌からクロロホルムを除去するため新しい温水
を入れ替えて、くん蒸した土壌の入った振とう瓶を再びデシケーター内に戻し、
水流アスピレーターで減圧した。減圧は底部の温水から気泡が発生するのを確
認した後２分間行い、その後徐々に空気を入れてから蓋を開けて中の温水を捨
て、新しい温水を加えた。この操作を５回以上繰り返し、最後にクロロホルム
臭が消えたことを確認した。 
②土壌抽出液の作成 
   くん蒸後の土壌に 0.5Ｍ硫酸カリウム溶液を 50ｍＬ加え、30 分間往復振とう
した後ろ過して得られた抽出液を測定に用いた。なお、非くん蒸用土壌もくん
25 
 
蒸開始時に同様の方法で抽出した。 
③可溶性有機態炭素 
     硫酸カリウム抽出液を超純水を用いて２倍に希釈後、希硫酸で pH を約２に
調整し、有機態炭素計（島津製作所：ＴＯＣ－5000）を用いて可溶性全有機態炭
素量を定量した。測定は２連で行った。検量線はフタル酸水素カリウムの
1000ppmC 標準液を 10 倍希釈した 100ppmC の溶液を用いて作成した。微生物バ
イオマス炭素量は、以下の式およびファクター（Ｆｃ）によって求めた。 
 微生物バイオマス炭素量（mgC/kg 乾土）＝Ｆｃ×（ＣＦ－ＣＣ） 
  ＣＦ：くん蒸土壌中の可溶性全有機態炭素量 
  ＣＣ：非くん蒸土壌中の可溶性全有機態炭素量 
  ＦＣ：1/0.45 
 
バイオマス窒素量 
バイオマス炭素で使用したものと同じ土壌抽出液を用いて測定した。可溶性
全窒素の定量は、ペルオキソ二硫酸カリウム分解－ヒドラジン還元法を用いて
行った。 
①ペルオキソ二硫酸カリウム分解 
   くん蒸土壌及び非くん蒸土壌の土壌抽出液５ｍＬをポリカーボネート製ね
じ栓付き遠沈管に採り、酸化試薬５ｍＬを加えて密栓した後、120℃で 30 分間
オートクレーブで分解を行い、放冷した。分解液を超純水で 25 倍に希釈し、供
試液とした。供試液中の硝酸態窒素量は、ヒドラジン還元法を用いて定量した。
検量線は硝酸カリウムを 0.5Ｍ硫酸カリウムに溶かし、0～1.0μｇＮｍＬ－１の範
囲で作成した。これら以外の操作は上記の硝酸態窒素量と同様に行った。 
③微生物バイオマス窒素量の算出 
   微生物バイオマス窒素量は、以下の式およびファクタ （ーＦＮ）によって求め
た。 
 微生物バイオマス窒素量（mgC/kg 乾土）＝ＦＮ×（ＮＦ－ＮＣ） 
  ＮＦ：くん蒸土壌中の可溶性全窒素量 
  ＮＣ：非くん蒸土壌中の可溶性全窒素量 
  ＦＮ：1/0.45 
 
11) MPN-Griss 法によるアンモニア酸化菌、亜硝酸酸化菌、従属硝化菌測定法 
Brans et al. (1999)、De Boer andKowalchuk. (2001)を参考にマイクロプレート
に ATCC480、ATCC929 培地を分注、それぞれ 25℃、28℃で 8 週間培養した後、
グリースイロスベイ液より亜硝酸の有無を分析し、菌数を調べた。 
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12) MPN 法によるメタン酸化菌測定法 
Saitoh et al. (2002)を培地、培養条件の参考にし、マイクロプレートに分注後、
メタン及び酸素で置換したデシケ－ター内に 30℃6 週間培養を行い、白濁か
らメタン酸化菌数の有無を確認、菌数をしらべた。 
 
13) MPN 法による脱窒菌数測定 
新編土壌微生物実験法を参考に NB 培地を利用、ジフェニルアミンで陽性の
試験管気相を、ECD 装備のガスクロマトグラフィーで亜酸化窒素生成の有無
を確認し、菌数を調べた。 
 
14) クローズドチャンバー法 
クローズドチャンバ （ー直径 20.8cm、高さ 14.2cm）を静置し、3 反復で測定
した、チャンバー本体を設置後、およそ 5 分後にチャンバーにふたをかぶせ、
5 分後、15 分後、25 分後にチャンバー内のガスを 30ml シリンジで採取し、
22ml 真空バイアルビンに移す。実験室において採取したガス中のメタン、亜
酸化窒素、二酸化炭素をそれぞれ FID 付きガスクロマトグラフィーGC-14B, 
Shimadzu, Japan)、ECD付きガスクロマトグラフィーGC-14B, Shimadzu, Japan)、
TCD 付きガスクロマトグラフィーGC-14B, Shimadzu, Japan)にて測定した。 
 
FID－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-R80-100mesh 
カラム温度：  50℃ 
インジェクター温度： 100℃ 
ディジェクター温度： 100℃ 
キャリアーガス： N2(100kPa) 
流速：   100mL/min 
 
ECD－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-Q80-100mesh 
カラム温度：  70℃ 
インジェクター温度： 120℃ 
ディジェクター温度： 280℃ 
キャリアーガス： PR ガス(100kPa) 
流速：   35mL/min 
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TCD－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-Q80-100mesh 
カラム温度：  40℃ 
インジェクター温度： 50℃ 
ディジェクター温度： 50℃ 
キャリアーガス： He(100kPa) 
流速：   100mL/min 
 
測定したメタン、二酸化炭素、亜酸化窒素を以下の式で単位面積当たりの放出メ
タン炭素量、二酸化炭素炭素量、亜酸化窒素窒素量(F;mg/m2/h)に換算した。 
 
F=ρ×V/A×(δC/δt)×(273/T) (mg/m2/h) 
ρ： ガス密度(kg/m3) 
CH4-C: 0.536 
CO2-C: 0.536 
N2O-N: 1.25 
 
V:  体積(m3) 
A: 底面積(m2) 
δC/δt:ガス濃度平均増加速度(ppmv/h) 
T: チャンバー内の平均気温(K) 
 
15) DNA の抽出・PCR・DGGE 
農業環境技術研究所：「PCR-DGGE による土壌細菌・糸状菌相解析法 Ver. 3.2 
2008 年1 月28 日改訂」を参考におこなった。 
シークエンスと系統解析：宇津木 (2010)を参考に行った。 
 
16) 培養実験の処理区および培養条件 
30ml 試験管に WFPS60%に調整した排水林の泥炭土壌 5g を加え、①コント
ロール区、②リター0.5g 添加区、③湛水区(深さ 3.0cm)、④湛水＋リター0.5g 添
加区に分け、ガス分析用 5 反復、抽出用、MPN 分析用に 20 本程度用意して 25℃
培養を行い、1 週毎にガスを分析した。なお、リターは排水林 DF の O 層より
採取したリターを 5mm のふるいに通したものを利用した。 
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17) 測定値の統計処理方法 
 得られた測定値は各試験区ごとに平均値と標準誤差を算出し表示した。統計
処理は SPSS（SPSS 社、13.0J）を用いて分析した。培養試験結果について、ANOVA
解析後、Tukey-Kramer の多重比較処理に供した。 
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2-3  結果                         
 
 火災によって可溶性炭素・微生物バイオマス量、二酸化炭素フラックスが小さくなった。農地化によって土壌中硝酸濃
度、二酸化炭素フラックスが著しく高くなった(表 2-1,図 2-4)。 
 
表 2-1. 土壌理化学性 (n=3, 平均値±標準誤差、2010 年 9 月土壌採取)  
 
    
pH  
 
  
Total organic C Soluble organic C Total N NH4+-N   NO3--N   WFPS   
(g kg-1)   (mg kg-1)   (g kg-1)   (mg kg-1)   (mg kg-1)   (%)   
Undrained natural forest 3.6 ± 0.2 504 ± 10 580 ± 23 13.3 ± 0.28 53 ± 13 0.03 ± 0.05 95 ± 2.0 
Drained forest   3.8 ± 0.01 494 ± 1.0 562 ± 16 18.2 ± 0.04 173 ± 3.6 0.03 ± 0.02 57 ± 5.9 
Burned forest-a   3.8 ± 0.02 537 ± 22 206 ± 21 15.6 ± 0.59 18 ± 2.8 1.39 ± 1.1 94 ± 4.1 
Burned forest-b   3.8 ± 0.02  568 ± 9.4 153 ± 9.1 13.3 ± 0.26 16 ± 3.4 1.45 ± 0.10 51 ± 2.7 
Cropland-a   4.2 ± 0.10 325 ± 0.8 86 ± 13 10.6 ± 0.11 64 ± 24 200 ± 3.0 56 ± 4.8 
Cropland-b 3.7 ± 0.03 437 ± 14 138 ± 14 13.0 ± 0.31 439 ± 34 624 ± 11 52 ± 5.9 
Cropland-c   4.3 ± 0.01 372 ± 4.4 118 ± 5.0 10.0 ± 0.01 3.0 ± 4.8 0.6 ± 0.01 53 ± 4.5 
Cropland-d   5.1 ± 0.04 336 ± 1.1 141 ± 11 11.2 ± 0.16 18 ± 9.7 283 ± 0.59 61 ± 6.0 
                                                                                                                    
Cropland-a: companion cropping of maize (Zea mays L.) and spinach (Spinacia oleracea L.); Cropland-b: cassava (Manihot esculenta 
Crants.); Cropland-c: cassava (Manihot esculenta Crants.) and vegetables [e.g. egg plants (Solanum melongena), etc.] (Toma et al., 2011); 
Cropland-d: maize (Zea mays L.). 
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図 2-4. 森林(a)および農耕地(b)の二酸化炭素フラックス、森林(c)および農耕地
(d)の土壌微生物バイオマス量の季節変化。UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林
火災跡地; CLa-d:農耕地。  
(a) (b) 
(c) (d) 
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降水量が高くなるほど、亜酸化窒素フラックスが著しく高くなる傾向が森林・
農耕地を問わず認められたが、農耕地土壌の亜酸化窒素フラックスは森林土壌
の亜酸化窒素フラックスとくらべると 1000 倍程度高かった(図 2-5)。 
 
 
図 2-5. 気温(a)、降水量(b)、亜酸化窒素フラックスの季節変化[森林(c), 農耕地
(d)]、降水量と亜酸化窒素フラックス[森林(e; p<0.05, n=15), 農耕地(f; p<0.01, 
n=21)]。UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。  
(a) (b) 
(c) (d) 
(e) (f) 
32 
 
森林土壌では降水量と二酸化炭素フラックスの間で関係が認められなかった
が、農耕地では降水量が高くなるほど二酸化炭素フラックスが高くなった(図
2-6)。森林土壌では亜酸化窒素フラックスと二酸化炭素フラックスで関係が認
められなかったが、農耕地では二酸化炭素フラックスが高くなるほど亜酸化窒
素フラックスが大きくなった(図 2-7)。 
 
図 2-6. 降水量と二酸化炭素フラックスの関係[森林(a), 農耕地(b; p<0.01, 
n=21)]。UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。 
 
 
図 2-7. 二酸化炭素フラックスと亜酸化窒素フラックスの関係 (農耕地; p<0.01, 
n=21)。UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。  
(a) (b) 
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森林土壌の二酸化炭素フラックスは降水量や亜酸化窒素フラックスと有意な
関係を示さなかったが、土壌微生物バイオマス炭素量と有意な正の相関関係を
しめした(図 2-8)。一方、農耕地土壌では土壌微生物バイオマスや可溶性炭素は
二酸化炭素フラックスに有意な影響を示さなかった。 
農耕地泥炭土壌の亜酸化窒素フラックスに関与する土壌環境因子を解析した
ところ、可溶性有機態炭素と微生物バイオマス窒素(p<0.01, n=21), 微生物バ
イオマス窒素とアンモニウム酸化菌数(p<0.01, n=21)、亜硝酸酸化菌数と亜酸
化窒素フラックス(p<0.05, n=21)の間で有意な相関関係が認められた(表 2-2)。 
 
図 2-8. 土壌微生物バイオマス炭素(a), 可溶性炭素(b), 土壌微生物バイオマス
炭素/可溶性炭素比と二酸化炭素フラックスの関係。UNF:自然林; DF:排水林; 
BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。 
  
(a) (b)
) 
 
(a) 
(c)
) 
 
(a) 
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表 2-2. 農耕地泥炭土壌の理化学性と N2O フラックスの相関行列 
 
 
pH, EC (mS m-1), SOC: Soluble organic carbon (mg C kg-drysoil-1), 
NH4
+ and NO3
- (mg N kg-drysoil-1), 
NH4
+ (ammonium) oxidizers and NO2
- (nitrite) oxidizers (MPN g-soil-1), 
MBN: microbial biomass nitrogen (mg N kg-drysoil-1), N2O flux (mg N m
-2 h-1) 
(** and * denote significance at 1 and 5 per cent levels, n=21).  
  
  pH EC NH4+ NO3- 
NH4+ NO2- 
SOC MBC MBN N2O flux 
oxidizers  oxidizers 
EC -0.469*                
NH4+ -0.117  0.273         
NO3- -0.507*  0.933**   0.314        
NH4+oxidizers  0.066 -0.192 -0.110 -0.062       
NO2- oxidizers -0.474*  0.276  0.550**   0.461*   0.210      
SOC  0.626** -0.273  0.279 -0.294 -0.408 -0.347     
MBC  0.311  0.264 -0.070 -0.276 -0.109 -0.258 0.598**    
MBN   0.532*  -0.168  0.318 -0.269 -0.586**  -0.396 0.922**  0.303   
N2O flux  -0.100  0.030  0.360  0.024  0.276  0.485*  -0.299 -0.363 -0.222  
CO2 flux   0.048  0.124  0.258  0.282  0.365  0.469*  -0.371 -0.081  0.284 0.783** 
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 可溶性有機態炭素は微生物バイオマス炭素・微生物バイオマス窒素量共に有
意な正の相関関係が見られたが、微生物バイオマス窒素(p<0.01, n=28)は微生
物バイオマス炭素(p<0.05, n=28)よりもより強い相関関係を示した(図 2-9)。 
  可溶性有機態炭素・微生物バイオマス窒素が少ないほど土壌中硝酸濃度が高
く、アンモニウム酸化菌数が多くなった(図 2-10)。 
 
図 2-9. 可溶性炭素と微生物バイオマス炭素(a)および微生物バイオマス窒素(b)
の関係。UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。破線は
5%有意、実線は 1%有意。 
 
 
図 2-10. 可溶性炭素と硝酸濃度の関係(a)、微生物バイオマス窒素とアンモニウ
ム酸化菌数の関係(b)。 UNF:自然林; DF:排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農
耕地。実線は 1%有意。  
(a) 
(b) 
(a) (b) 
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 農地土壌のアンモニウム酸化菌数、亜硝酸酸化菌数、脱窒菌数は農耕地土壌
で森林土壌よりも多かった(図 2-11)。 
  該当調査地点の亜酸化窒素フラックス観測は 2002 年より継続されてきた
が、年々亜酸化窒素放出量は増えてきており、我々の調査年度では既往の文献
から報告されている最大値よりも大きかった(115±21.1 g N m-2 year-1, 図 2-
12)。 
 
図 2-11. アンモニウム酸化菌数、亜硝酸酸化菌数、脱窒菌数。UNF:自然林; DF:
排水林; BFa-b:森林火災跡地; CLa-d:農耕地。 
 
 
 
図 2-12. 世界の年間亜酸化窒素フラックスの範囲  
(a) (b) (c) 
37 
 
  火災跡地では土壌水分(WFPS)が比較的高くなり、メタンフラックスが高くな
り(図 2-13)、メタン吸収微生物(メタン酸化菌)数が排水林よりも有意に少なくな
る傾向が認められた(図 2-14)。 
 
図 2-13. 土壌水分(WFPS)とメタンフラックスの関係。UNF:自然林; DF:排水林; 
BFa-b:森林火災跡地。実践は 5%有意を示す(n=10)。 
 
 
図 2-14. 土壌水分(WFPS)とメタン酸化菌数の関係。UNF:自然林; DF:排水林; 
BFa-b:森林火災跡地  
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 PCR-DGGE 法を用いてメタン酸化菌の土壌中優占種を評価したところ、タ
イプⅠの Methylomonas sp.に近縁な種が主に優占していた(図 2-15)。  
培養試験の結果、WFPS60%条件ではリター添加によりメタン酸化吸収活性が
有意に高くなり、湛水培養してもリターを添加しない限り、メタン生成活性よ
りも吸収活性のほうが高い結果となった(図 2-16)。 
 
 
 
図 2-15. メタン酸化菌の PCR-DGGE の解析結果  
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図 2-16. メタン生成/吸収能の培養試験結果  
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2-4   考察                                     
 
熱帯泥炭地の農地化 
 
 排水された泥炭地(排水林・農耕地)土壌の二酸化炭素フラックスは自然林の
二酸化炭素フラックスよりも高く、排水による泥炭土壌有機物の微生物分解の
促進が認められた。特に、農耕地土壌の二酸化炭素フラックスは森林土壌のそ
れよりも高く、排水・施肥によって有機物分解が著しく進んでいると考えられ
た。森林土壌の二酸化炭素フラックスは土壌微生物バイオマス量によって制御
されており(図 2-8)、排水林で自然林よりも微生物バイオマス量・二酸化炭素フ
ラックスともに高くなっていたことから(図 2-4)、排水によって従属栄養微生物
の活性が高められていると推察された。しかしながら、農耕地土壌において
は、森林土壌よりも微生物バイオマス量が小さいものの二酸化炭素フラックス
は森林土壌よりも高かった。特筆すべきは、森林土壌では降水量と二酸化炭素
フラックスで有意な関係は認められなかったものの、農耕地土壌では降水量が
高くなるにつれて、二酸化炭素フラックスが高くなった点と(図 2-6)、森林土
壌・農耕地土壌いずれにおいても降水量は亜酸化窒素フラックスと有意な正の
相関関係を示したが、スロープは農耕地土壌で森林土壌の 1000 倍ほど高くな
った点である(図 2-5)。これらは、泥炭土壌の農耕地利用が、土壌環境を著しく
変化させ、土壌有機物分解が降雨により強く影響を受けやすくなっていること
を示唆していた。古川(2005)が報告するように、降水量が高くなるほど、土壌
の通気性が劣化し、嫌気環境が発達しやすく、二酸化炭素フラックスは一般的
に低くなると考えられているが、本研究結果ではむしろ二酸化炭素フラックス
は高くなった。以上から、降雨による土壌の乾燥-再湿潤化によって土壌有機物
組成・構造が変化し、土壌有機物分解が促されていたと考えられる。一般に乾
土効果とよばれるこの現象は、土壌有機物の非生物的反応(科学的酸化・加水分
解・易分解性有機物の水溶化および土壌孔隙への溶出化、固相からの分離、菌
体外酵素による有機物の易分解性化など)によるものと考えられている
(Kemmitt et al., 2008; Sawada et al., 2010)。しかしながら、本研究で観測さ
れた農耕地土壌の二酸化炭素フラックスの放出には、既往文献では認められて
いないほどの強力な亜酸化窒素の放出も伴っていたことから、脱窒（硝酸呼
吸）による土壌有機物分解への寄与も考慮する必要がある(図 2-7)。 
  本研究によっておこなわれたガスフラックスの観測頻度は、正確な年間ガス
放出量を計算するには不十分であるかもしれないが、同調査地でより高頻度に
温室効果ガス観測を行った Toma et al. (2011)の計測結果と同様に、既往文献
の値と比べても世界最大レベルの年間亜酸化窒素放出量が算出された (55.1 ± 
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4.5– 115 ± 21.1 g N m−2 year−1, 図 2-12)。亜酸化窒素は質量あたりの温室効果
が二酸化炭素の 298 倍強いことを考慮し(IPCC, 2007)、各温室効果ガス(二酸
化炭素, メタン, 亜酸化窒素)を二酸化炭素等量に換算して年間総温室効果ガス
放出量を算出すると、農耕地土壌から放出される温室効果ガスのうち 69.7-
84.5%は亜酸化窒素によるものであると算出された。この結果は、泥炭土壌の
農業利用は多量の二酸化炭素放出を引き起こすが、それ以上に亜酸化窒素放出
のほうが深刻な環境負荷となっていることを示している。 
 森林土壌では土壌微生物バイオマス量および微生物バイオマス量/可溶性有機
態炭素量比が二酸化炭素フラックスと有意な正の相関関係を示していたが、農
耕地では認められなかった(図 2-8)。一方、農耕地では降水量が二酸化炭素フラ
ックスと有意な正の直線関係を示していたが、森林土壌ではそのような傾向は
認められなかった。このことは、森林土壌と農耕地土壌で温室効果ガス放出量
を制御する環境因子が異なることを意味する。 
 泥炭土壌中の微生物バイオマス量の動態を解析した結果、土壌中の可溶性有
機態炭素濃度は微生物バイオマス炭素よりも微生物バイオマス窒素により強い
正の直線関係を示した(図 2-9)。さらに、可溶性有機態炭素は土壌中硝酸濃度と
有意な負の相関関係を示した。これらの結果は、可溶性有機態炭素は炭素の有
機化よりも窒素の有機化を促し、硝化を抑制している可能性を示唆している。
農耕地土壌では可溶性有機態炭素は微生物バイオマス窒素量と正の優位な相関
関係を示した。加えて、微生物バイオマス窒素はアンモニア酸化菌数と負の相
関関係を示した。これらの結果は従属栄養微生物の基質である可溶性有機態炭
素は従属栄養微生物の窒素吸収を促し、独立栄養型硝化菌と窒素競合（窒素飢
餓）を引き起こしている可能性を示している。亜硝酸酸化菌数は亜酸化窒素・
二酸化炭素フラックスと有意な正の相関関係を示し、硝化細菌の窒素飢餓は亜
酸化窒素・二酸化炭素フラックスの発生量に密接に関与している可能性が考え
られた。既往文献から、窒素飢餓が亜酸化窒素発生量を抑制している可能性が
指摘されてきた(例えば Khalil and Inubushi 2007; Wang et al. 2011)。可溶性
有機態炭素や微生物バイオマスの窒素飢餓に対する影響はほとんど報告されて
いないが、Cai et al.(2003)は土壌有機態炭素と微生物バイオマス炭素の関係と
窒素飢餓を考慮して denitriﬁcation-decomposition (DNDC) model を用いた亜
酸化窒素発生量の推定を行っている。本研究では SOC は二酸化炭素フラック
スとは有意な関係を示さなかったが微生物バイオマス量と直線的な正の相関関
係を示したことから、SOC 量が低い農耕地土壌では窒素飢餓が促され、二酸化
炭素フラックスを高めずに亜酸化窒素を低減させる可能性が示された。以上か
ら、温室効果ガス低減のために、土壌中の SOC 量を高く維持することで、窒
素飢餓を促し、亜酸化窒素を低減する技術が期待された。本研究では SOC
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量、即ち微生物の基質の量は二酸化炭素フラックスに影響しなかったが、SOC
は炭素同化および呼吸を通じて菌体バイオマスおよび二酸化炭素へと転換され
ているはずと考えられる。興味深いことに、本研究の対象の森林土壌では
MBC/SOC 比が MBC よりも強い相関関係を二酸化炭素フラックスと示し、熱
帯泥炭土壌の微生物活性の指標として MBC/SOC 比が MBC よりも適切である
可能性を示唆した。Sawada et al. (2008)は、土壌微生物は土壌環境中の易分解
性有機物濃度が一定の閾値以上の条件下で、取り込んだ易分解性有機物を用い
た菌体構成を行い、活発に二酸化炭素を放出すると述べている。この土壌微生
物の性質に着眼すると、本研究にて森林土壌で認められた MBC/SOC 比と二酸
化炭素フラックスの直線関係は、土壌微生物の菌体構成によって泥炭土壌から
放出される二酸化炭素放出が制御されている可能性を示唆した。しかしなが
ら、この関係は森林土壌で認められたものの、農地土壌で認められなかった点
について、今後さらに調査される必要がある。 
 結論として、土壌環境変化の土壌微生物バイオマスへの影響を考慮して、熱
帯泥炭から放出される温室効果ガス放出量を評価する重要性が本研究から示さ
れた。特に本研究では、熱帯泥炭地の農地化によって各種土壌環境要因の温室
効果ガス放出量への影響度を著しく変えていることを明らかにした。 
 
熱帯泥炭林土壌からのメタン放出 
 
 対象の森林泥炭土壌の特性として高い孔隙率(88.7 - 91.8%)と炭素含有量が挙
げられる(494 - 568 mg kg−1)。以上から、対象土壌は、高い通気性を持ち、酸素
が土壌中に供給されやすい環境にあることが示唆された。対象の泥炭土壌の
WFPS は土地利用によって大きく異なり(53.7 - 97.3%)、排水林 DF の泥炭土壌
はその他の森林泥炭土壌と比べて低かった。対象の森林泥炭土壌では、WFPS が
90%でかつ、土壌の炭素含有量が高いにもかかわらず、検出されるメタンフラッ
クスは微量であった(–0.02 ± 0.01 – 0.36 ± 0.30 mg C m−2 hr−1, 図.2-13)。この
数値は Inubushi et al. (1998)の報告するサゴ(Metroxylon sagu R.)プランテーシ
ョン泥炭地のメタンフラックス 0.83 ± 0.46 –1.04 ± 0.62 mg C m −2 hr−1、Melling 
et al. (2005)が熱帯森林泥炭地で報告しているメタンフラックス(-0.005 –0.008 
mg C m−2 h−1)とほぼ同程度である。メタンの基質について、Segers (1998)は、泥
炭土壌中のほとんどのメタンは、最近光合成によって大気から固定された若い
有機態炭素に由来すると述べており、本研究では多量の腐植性有機態炭素が土
壌に含まれているにもかかわらず、それらの有機物は難分解性のメタンの基質
にはなりにくい木質性有機物であることが示唆された。以上より、熱帯泥炭土壌
を構成する有機物そのものは、メタンの基質として作用していない可能性が示
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唆された。本研究では、負のメタンフラックスも WFPS が比較的低い排水林 DF
土壌にて検出され、WFPS とメタンフラックスの間で正の優位な相関(r = 0.75, 
n = 10, p < 0.05, 図.2-14)、メタン酸化菌数とメタンフラックスの間で負の優位
な相関(r = −0.79, n = 10, p < 0.01, 図 2-15)が認められた。既往の文献で報告さ
れているように、WFPS が高くなるほど、土壌が嫌気的になり、メタンフラッ
クスが高くなる傾向が認められた。興味深いことに、本研究では、メタン酸化菌
数が高くなるほど、メタンフラックスは低くなった。メタン酸化菌の pmoA 遺
伝子を標的としたDGGEプロファイルは土地利用や土壌水分の影響を示さなか
ったが、採取した 4 つのバンドの塩基配列を解析した結果、メタン酸化菌タイ
プⅠ型の Methylomonas spp.が同定された。Hanson and Hanson (1996)はメ
タン酸化菌群集をタイプⅠ型(低親和性:高酸素濃度・低メタン濃度環境にて優占
するタイプ)とタイプⅡ型(高親和性:低酸素濃度・高メタン濃度環境にて優占す
るタイプ)に分別しており、本研究の DGGE 解析で検出されたメタン酸化菌の
優占種はタイプⅠ型であったこと、WFPS が低いほどメタン酸化菌数が増えた
ことから、熱帯泥炭土壌環境は、土地利用を問わず、タイプⅠ型のメタン酸化菌
の生育に適した高酸素・低メタン濃度環境であり、メタンフラックスに影響を及
ぼすほど、タイプⅠ型が優占している可能性を示した。熱帯森林土壌のメタン酸
化菌群集を解析した先行研究として、Knife et al.(2005) はタイの再生林、トウ
モロコシ畑の無機質土壌をDGGE解析に供した。結果、主にMethylobacter spp. 
や  Methylocystis spp.が優占種として同定されたが、本研究で検出された
Methylomonas spp.は検出されなかった。現在まで、Methylomonas spp.は水田
の刈り株や田面水などから単離されており(Dianou et al., 2012)、熱帯泥炭土壌
のメタン酸化菌群集は熱帯無機質土壌よりも水田の好気環境により近い可能性
が示された。 
培養実験の結果、WFPS 約 60%・好気条件下で培養した場合（コントロール
区およびリター添加区）、湛水培養区で有意なメタン酸化活性が確認された。興
味深いことに、湛水培養を行ってもメタン酸化活性のほうがメタン吸収活性よ
りも高くなった。この結果は、泥炭土壌中に豊富に含まれる腐植性有機物は難分
解性であり、メタンの基質として働いていないことを示している。湛水処理によ
ってメタン酸化活性が抑えられていたが、リター添加処理によってメタン酸化
活性が有意に高められたことから、リターなどの未分解易分解性有機物が土壌
に供給されなければメタン生成は起こらないため、泥炭土壌中の腐植性有機物
はメタン生成において副次的な役割を持つにとどまっていると考えられる。有
意なメタン生成活性は、湛水＋リター添加区でのみ検出された。湛水条件下では、
リター添加によって有意にメタン生成活性が高められた一方、非湛水好気条件
下ではリター添加によって有意にメタン吸収活性が高められた。加えて、
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ANOVA 解析の結果、リター添加処理と湛水処理による有意な交互作用が認めら
れた(p < 0.001)。以上から、湛水処理によってリターのメタンへの分解が加速さ
れるものの、好条件ではリターはメタン生成よりもメタン酸化反応をより加速
させていることがわかった。既往の研究においても、グルコースの土壌への添加
や糸状菌の活発な活動によってメタン酸化活性が高められることが報告されて
おり(Murase and Frenzel, 2007; Xu and Inubushi, 2007)、土地利用変化に伴
う植生やリター供給量の変化は土壌のメタン酸化量を変化させる可能性が示唆
された。泥炭地の排水は土壌微生物によるメタン酸化を促すかもしれないが、火
災によって泥炭が消失・沈下することで再び湛水条件下になり、メタンを放出す
る可能性や、リター供給能を低下させ、メタン酸化活性を弱める可能性が考えら
れる。 
 
熱帯泥炭林土壌のより持続的生産性を高める水・炭素管理 
 
 同サイトにて、荒廃した泥炭地の植林に適した樹種のスクリーニングが行わ
れた結果、湛水環境化でも活着率の高い Shorea Balangeran（フタバガキ科）
の樹種の有望性が示された(Tawaraya et al., 2003; Turjaman et al., 2007, 2011)。 
さらに Shorea Balangeran は（１）当地泥炭湿地林の自生種であり、生物多様
性保全の点で安全であり、（２）優れた苗木生産性をもち（Shorea 属には珍しく
種子の採取が毎年可能、発芽率が高く種子の取り扱いが容易、な苗木生産が容易
で得苗率がほぼ 100%）、（３）植栽・育林への高い適性(活着率約 90%でかつ成
長も良く、現地住民に高い達成感を与えやすい)、（４）高い炭素固定能を持って
いることが検証されている(大崎, 2014)。以上のように、成長率・植林効率がそ
の他の樹種と比べて高いだけでなく、経済的需要（建築用資材）も高いことから、
環境造林・産業造林に最も高い適性を示す樹種であると考えられている(図 2-17)。
通常、成長率・植林効率と経済的需要はトレードオフの関係にあるとされるもの
の、Shorea Balangeran は例外的に、そのどちらもが高い樹種として期待され
た(大崎, 2014)。 
45 
 
 
図 2-17. Shorea Balangeran の高い、成長率・植林効率および経済的需要 (大崎, 2014) 
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2-5. 要旨 
湛水し、微生物分解が抑えられ、膨大な有機物が土壌中に蓄えられた熱帯泥炭
地(熱帯有機質土壌)は、重要な炭素貯蔵庫の一つであると考えられている。しか
しながら、泥炭地の農地開発を目的とした排水路の建設が進み、泥炭地の水位が
過剰に下がり、土壌有機物分解の促進・泥炭火災の深刻化が引き起こされてしま
っている。結果、熱帯泥炭地が炭素の貯蔵庫から、二酸化炭素の放出源へと変わ
ってしまっている。また、排水や森林火災による泥炭分解は二酸化炭素の放出だ
けではなく、亜酸化窒素やメタンの放出にも影響することが知られている。本研
究では排水によって、強力な二酸化炭素放出が報告されているインドネシア中
央カリマンタンの熱帯泥炭地において、森林火災・農地化が、泥炭土壌分解に由
来する温室効果ガス放出に及ぼす影響を、土壌微生物学的解析法を用いて評価
した。 
2009年6月~2011年11月の間、インドネシア中央Kalimantang, Palangka Raya 
(S02○ 20' E 114○ 02')の自然林・排水林・火災跡地・農耕地にて土壌および空気試
料を採取した。採取された試料は温室効果ガスフラックス計測・土壌理化学性・
微生物性の分析、培養実験に利用した。 
排水林土壌にて排水されていない泥炭地の土壌よりも高い二酸化炭素フラッ
クスが観測された。特に、排水された後、農地化した泥炭地で、世界最高レベル
の亜酸化窒素・二酸化炭素フラックスが観測されたことから、泥炭地の排水・農
地化によって泥炭地が強力な温室効果ガス放出源になっていることが明らかに
なった。また、土壌中の可溶性炭素量が多いほど、土壌中の窒素は土壌微生物の
菌体に取り込まれ、有機化される傾向がみられたこと、窒素の有機化が進むほど、
土壌中硝化菌数が減り、亜酸化窒素フラックスが削減されたことに加え、二酸化
炭素フラックスと土壌中可溶性炭素量の間で関係が認められなかったことから、
土壌へ有機体炭素を供給することで二酸化炭素放出量へ影響を及ぼさずに亜酸
化窒素放出量を削減できる可能性が示された。一方、湛水した泥炭地では、高い
土壌水分および土壌中有機物含量にもかかわらず、観測されたメタンフラック
スは、二酸化炭素フラックスと比べて無視できるほど小さかった。メタン酸化菌
群集構造およびその菌数動態を評価した結果、現地の土壌は低メタン濃度環境
に適応した微生物群集構造となっており、調査した熱帯泥炭地は例え、湛水して
いてもメタンを放出しにくい土壌であることがわかった。これらの結果から、泥
炭地の排水・農地化によって、泥炭土壌が温室効果ガスの吸収源から強力な放出
源となっていることが示された。今後、泥炭地の排水を防ぎ、湛水条件に高い適
応性を示す樹種で植林することが、泥炭地の強力な温室効果ガス放出を防ぐ上
で重要であることが示唆された。 
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第 3 章 集約的水稲生産が行われている熱帯湿地の人為的温室効果ガス放出 
―熱帯無機質土壌湿地内の集約的農地での観測― 
 
3-1   背景および目的     
 
 前章にて、熱帯泥炭地(熱帯有機質土壌の自然林・農地)から放出される温室
効果ガス発生量・過程に現地の水・炭素管理の及ぼす効果が定量的に議論され
た。しかしながら、熱帯無機質土壌についての議論はまだ行われていない。そ
こで本章では、熱帯無機質土壌の中でも、特に強力な温室効果ガス(メタン)放
出源であろう熱帯水田（熱帯無機質土壌の農地）を対象に議論する。 
本章では、水稲の三期作が行われているベトナム・メコンデルタにて
AWD(Alternate wetting and drying)節水灌漑技術の導入によって、水稲生産性
に負の影響を及ぼさず、メタン発生量がどの程度削減できるかどうか検証する
ため、現地慣行の稲わら管理を考慮して、現地の農家水田で圃場試験を行った。 
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3-2   実験法                                         
 
調査地 
詳細については新井(2013)に記載してあるが、概要は以下の通りである。 
メコンデルタ中央部・沖積土壌地帯に位置し、水稲の三期作が行われている農
村集落 Tan Loi2 を対象に、2011 年 9 月～2012 年 9 月の間、調査活動を行った
(Tan Loi 2 hamlet, Tan Hung ward, Thot Not district, Can Tho city. GPS: N 10○17'52",  
E105○54'28")。対象地域は、河口から 100km 離れているにもかかわらず、標高は
2m 程度の低地であるために、潮汐に由来する河川水位の大きな日変動・年変動
を示す。灌漑主水路の用水路の水位は 1 日に 1m 近くまでの大きな変化をみせ、
水位が高まった時に灌水を行う潮汐灌漑が主な灌漑方法となっている。水位が
低い時期にはポンプ灌漑が行われるため、AWD により慣行灌漑法よりも必要灌
水量・灌漑コストを下げられる可能性がある。日変動を利用した潮汐灌漑が現地
の一般的な灌漑様式となっているが、9 月上旬に水位が高くなりはじめ、2 か月
間水位が下がらなくなる年変動により、毎年緩慢な洪水が発生する。 
水位が減少しはじめる 11 月上旬ではポンプによる強制排水が 2-3 日間行われ
た後、速やかに圃場の均平化・播種が行われ、三期作が開始される。次の洪水が
始まるまでのおよそ 10 か月間は、以下のような 3 作期に大別される([1] 冬春
作(11 月中旬~2 月下旬)、[2] 春夏作(3 月上旬~6 月上旬)、[3] 夏秋作(6 月中旬
~9 月中旬))。収穫後、速やかに灌水して土壌を軟化させ、稲わら処理・レベリン
グなどの整地作業・播種が行われるため、収穫後、次作期の播種までおよそ 1 週
間程度しか休閑期がない（ただし、洪水期間は除く）。以上から、水稲の三期作
地域において、洪水期期間を除けば休閑期はほとんどなく、唯一ながい休閑期と
いえる洪水期間においても、土壌が湛水していることから、三期作を行うことで、
土壌は 1 年中ほぼ常時湛水条件化にあるといえる。これに伴い、対象地の水田
土壌は還元環境が強く発達して水稲根の生長を阻害している懸念があり、AWD
灌漑によってもたらされる土壌の酸化的環境が水稲根の発達を促す可能性が期
待される。 
対象集落の中央に位置する Pham Thanh Ut 氏 の水田圃場 1.3ha のうち、0.78ha
を試験圃場に設定した(図 3-1)。上述の水・稲わら・施肥・管理・利用品種情報
を参考に、試験圃場の管理条件を決定した。試験圃場内に常時湛水区・AWD 灌
漑区を入子状に設けた。水管理法は AWD 灌漑を行う以外は現地慣行法に従って
決められた。播種後、種子根の活着を図るため、土壌水分が水飽和状態になるよ
う、極力圃場水位を土壌表面から下がらないように 7 日間管理した。その後 7 日
間、常時湛水(圃場水位 0-5cm)で管理し、AWD 灌漑を開始し、常時湛水区は落水
まで常時湛水処理を続けた。AWD 灌漑区では灌水を停止しするが、圃場水位が
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地下 15cm に達した時点1で灌水を行う。この作業を出穂開始日2まで繰り返した。
出穂開始後 10 日間は高温障害を避けるため、常時湛水処理を続けた(Rejesus et 
al., 2011)。その後、収穫予定日 2 週間前まで AWD 灌漑を再開した。収穫予定日
2 週間前を落水日とし、落水処理を行った（ただし、夏秋作については、落水が
できなかったので、灌水停止のみとした）。なお、施肥については、慣行農法に
従い、Ut 氏のスケジュールの元、毎作期 4 回ずつ行われ、各施肥前には水位を
問わず、AWD 圃場も灌水を行った。 
それぞれの水管理区を 3 つずつ分けた異なる有機物管理区(稲わら還元区・稲
わら灰還元区・稲わら持ち出し区)を各々無作為に配置した（図 3-2）。以上から、
試験区は以下、合計 6 処理である。 
 
① 常時湛水＋稲わら全量還元区 
② 常時湛水＋稲わら灰還元区 
③ 常時湛水＋稲わら持出し区 
④ AWD 灌漑区＋稲わら全量還元区 
⑤ AWD 灌漑区＋稲わら灰還元区 
⑥ AWD 灌漑区＋稲わら持出し区 
 
稲わら還元区では収穫時に発生した稲わらを、次作期播種前に行われる圃場
均平化作業時に土壌中に投入した。稲わら灰還元区では冬春作・夏春作において、
各試験区土壌表面に稲わらを散布して火を這わす「野焼き」方式を採った。夏秋
作期収穫時においては、洪水によって圃場水位が高いことから、我々の試験圃場
では「野焼き」方式は採用が困難であった。しかしながら、いくつかの周辺農家
では洪水発生前に収穫・「野焼き」を行っていたので、本試験においても稲わら
を一度圃場外に持出し、各処理区毎に 1 日かけて燃焼し、灰を各処理区へ還元
した3,4。稲わら持ち出し区は刈り株残差は土壌に還元するものの、籾と同様刈り
                                                   
1 宙水位計の読み取り値 
2 出穂した穂が全穂の 5%に達した日 
3 直径 2m、深さ 50cm ほどの穴を掘り、トタン板で地面を覆い、稲わら焼却処理に利用
した。償却期間中の雨の影響を回避するため、ビニルシート製の雨よけを利用した。 
4 稲わらの焼け残りが調査地域で多くみられ、焼却処理後でも圃場に焼け残りの稲わらが土
壌に還元されていた(図 20)。そのため、稲わら全量還元区と稲わら全量焼却灰還元区、稲わ
ら持出区の３稲わら処理区を用意し、各稲わら処理条件下での AWD 灌漑が水田からの温室
効果ガス放出量に及ぼす影響を調査した。稲わら施用は一般にメタンの発生を促すことか
ら、現地の稲わら焼却処理水田（焼け残り多）からのメタン放出量は、本試験圃場における
稲わら施用区と稲わら灰施用区からのメタン発生量の間となることが想定される。 
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取られた稲わら部分は圃場に戻さず、土壌に還元しなかった。 
稲わら投入量、稲わら燃焼量、持出し量を以下の式で計算するため、刈り株残
差の草丈を各試験区で 75 反復ごとに測定した。 
 
全稲わら発生量(t/ha) 
=坪刈(2m×2m)時に採取された地上部植物体乾物重  (ただし、籾と根は除く) 
 
稲わら刈り株残差量(t/ha) 
=全稲わら発生量(t/ha)×(刈り株草丈/坪刈前草丈) 
 
稲わら持出し量または焼却量(t/ha) 
=全稲わら発生量(t/ha)－稲わら刈り株残差量(t/ha) 
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図 3-1. 試験対象集落 Tan Loi 2 と圃場位置(Google earth より作成) 
CF・・・常時湛水区、AWD・・・AWD 灌漑区 
 
 
図 3-2. 試験圃場  
CF 
AWD 
100 m 
0.78 ha 
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調査法 
 
・灌水量 
水口に流量計を設置し、ポンプ灌漑によって灌水された水流量を測定した。 
 
・水位計(目視) 
U20 水位・水温ロガ- （HOBO 製）を用いて測定した。 
 
・ガス放出量測定 
畦畔から 5m 離れた位置に塩ビ製のガス採取用チャンバー台座を設置した。
ガス採取時には 60cm×80cm×100cmの透明アクリル製チャンバー台座のうえ
に静置し、静置 5 分後、25 分後にシリンジでガス採取した。採取したガスは
10ml バイアル瓶に速やかに移され、実験室へ輸送した。実験室において採取
したガス中のメタン、亜酸化窒素、二酸化炭素をそれぞれ FID 付きガスクロマ
トグラフィーGC-14B, Shimadzu, Japan)、ECD 付きガスクロマトグラフィーGC-
14B, Shimadzu, Japan)、TCD 付きガスクロマトグラフィーGC-14B, Shimadzu, 
Japan)にて測定した。 
 
FID－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-R80-100mesh 
カラム温度：  50℃ 
インジェクター温度： 100℃ 
ディジェクター温度： 100℃ 
キャリアーガス： N2(100kPa) 
流速：   100mL/min 
 
 
ECD－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-Q80-100mesh 
カラム温度：  70℃ 
インジェクター温度： 120℃ 
ディジェクター温度： 280℃ 
キャリアーガス： PR ガス(100kPa) 
流速：   35mL/min 
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TCD－GC 
カラム：  ガラスカラム 長さ 2m 内径 2mm 
カラム充填剤：  Porapack-Q80-100mesh 
カラム温度：  40℃ 
インジェクター温度： 50℃ 
ディジェクター温度： 50℃ 
キャリアーガス： He(100kPa) 
流速：   100mL/min 
 
測定したメタン、二酸化炭素、亜酸化窒素を以下の式で単位面積当たりの放出メ
タン炭素量、二酸化炭素炭素量、亜酸化窒素量(F;mg/m2/h)に換算した。 
 
F=ρ×V/A×(δC/δt)×(273/T) (mg/m2/h) 
ρ： ガス密度(kg/m3) 
CH4-C: 0.536 
CO2-C: 0.536 
N2O-N: 1.25 
 
V:  体積(m3) 
A: 底面積(m2) 
δC/δt:ガス濃度平均増加速度(ppmv/h) 
T: チャンバー内の平均気温(K) 
 
 
・Eh 
ヒロセ理科製白金電極を深さ 5cm にガス採取用台座内に設置し、ポータブル土
壌 Eh/pH 計 PRN-41(藤原製作所)を用いて測定した。 
 
・土壌ガス中硫化水素濃度 
土壌ガス中の硫化水素濃度を 1 週間ごとに測定するため、長さ 45 cm の 3 本
の土壌ガス採取用のステンレス製チューブ(内径 3 mm, 外径 5 mm)を、長方形
の各圃場の約 17 m 長の側辺から約 5 m、約 26 m 長の側辺から約 8 m 離れた地
点に、5 cm, 10 cm, 20 cm の深さごとに挿入した。その後、管内の土壌を直径 3 
mm のステンレス棒で押し出し、各土壌ガス採取用チューブの上端には三方活
栓を接続し、その接続部をシリコンゴム・チューブで覆い土壌ガス採取用チュー
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ブ上端を密閉可能とした。その後、土壌ガス採取管上端に接続された三方活栓か
ら 20 ml の灌漑水を土壌ガス管内に充填し、三方活栓を閉じて密閉した。 
1 週間後、三方活栓付シリンジを再び土壌ガス採取管上端に接続された三方活
栓に接続し、土壌ガスおよび管内土壌溶液計 20 ml を採取した。シリンジ内の
土壌ガス体積量をシリンジの目盛から読み取り、記録した。 
採取直後、土壌ガス・土壌溶液 20 ml を採取した三方活栓付シリンジを、
controlled potential electrolysis-single gas sensor Toxi RAE 3 (RAE Systems, Inc. USA)
の gas inlet に、ガスが漏れないように接続し、シリンジ内の土壌ガスのみをガス
センサーの gas inlet に速やかに(1 秒以内に)流し込んだ。土壌ガスをガスセンサ
ーに供した直後から、センサーに表示される硫化水素濃度(ppm)は上昇し、ピー
クに達した後、低下した。本試験では、このピーク時の濃度を記録した。 
Gas sensor の読み取り値と実際に供した土壌ガス H2S の濃度は、供する土壌
ガスの体積によって異なるため、10 ppm の H2S 標準ガスを 1 ml, 5 ml, 10 ml, 15 
ml, 20 ml、それぞれ計 3 回ずつ 1 秒以内に注入したところ、以下の関係が得られ
た。 
 
ac / prc = 3.0408 × (ap × vg)-0.089  (n = 15, R2 = 0.85) 
  
ここで、ac は供試標準ガスの硫化水素濃度(actual H2S concentration; ppm)、
prc は硫化水素ガスセンサーの読み取り値(peak of the reading concentration of the 
Toxi RAE 3 H2S sensor; ppm), ap は大気圧(atm), vg はガスセンサーに供した標準
ガスの体積(volume of applied standard gas, ml)。 
この関係が土壌ガス試料においても成り立つと仮定し、以下により、ガスセン
サーに供した土壌ガス体積(ml)およびピーク時の硫化水素濃度読み取り値
(ppm)から各土壌ガス試料の硫化水素濃度を推定した。 
 
Soil H2S concentration = prc ×3.0408 × (ap × vg)
 -0.089 
 
  各土壌ガス採取後、三方活栓つきシリンジを用いて、20 ml の灌漑水で土壌ガ
ス採取管を再度充填し、三方活栓を閉じ、1 週間毎に同様にして土壌ガス濃度を
計測した。 
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先端部を切り落とした 50ml シリンジを利用し、深さ 0-1 層、1-10cm 層に分け
て土壌を採取し、遊離鉄、二価鉄、三価鉄、アンモニウム、全炭素、全窒素、微
生物バイオマス窒素の定量に利用した。 
 
・遊離鉄・二価鉄・三価鉄 
Asami and Kumada (1959).を参考に、フェナントロリン法を用いて測定した。な
お、二価鉄測定用土壌は、採取後すぐに現地で酢酸バッファーを用いて抽出した。 
 
・アンモニウム 
KCl 溶液で抽出後、インドフェノールブルー法を用いて測定した(土壌環境分析
法 p.243)。 
 
・硫酸 
根域土壌溶液採取器(大起理科: DIK-302-A-Al, 100cm 用)を用いて深さ 5cm 層の
土壌溶液を採水した。採水後、イオンクロマトグラフィーに供し、4500-SO42- 白
濁法により測定した。 
 
・pH（H2O，KCl） 
   pH（H2O，KCl）の測定はガラス電極法（土壌環境分析法編集委員会編 1997）
を用いた。pH（H2O）は土壌と超純水の比率が 1：2.5 となるように混合した後
1 時間放置し、懸濁液の pH をポータブル土壌 Eh/pH 計 PRN-41(藤原製作所)を
用いて測定した。 
 
・全炭素量と全窒素量 
土壌中の全炭素量および全窒素量は乾式燃焼法（土壌環境分析法編集委員会
編 1997c）を用いて測定した。風乾細土をメノウ乳鉢を用いて微粉砕し 0.5mm
の篩を全通させ風乾細微土とした後、風乾微細土約 500～1000ｍｇをオート
サンプラー付 CN コーダー(柳本製作所：MT-700)で測定した。検量線には馬
尿酸を用い、40～70mg の範囲で作製した。 
 
・バイオマス窒素量 
バイオマス炭素で使用したものと同じ土壌抽出液を用いて測定した。可溶性
全窒素の定量は、ペルオキソ二硫酸カリウム分解－ヒドラジン還元法を用いて
行った。 
①ペルオキソ二硫酸カリウム分解 
   くん蒸土壌及び非くん蒸土壌の土壌抽出液５ｍＬをポリカーボネート製ね
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じ栓付き遠沈管に採り、酸化試薬５ｍＬを加えて密栓した後、120℃で 30 分間
オートクレーブで分解を行い、放冷した。分解液を超純水で 25 倍に希釈し、供
試液とした。供試液中の硝酸態窒素量は、ヒドラジン還元法を用いて定量した。
検量線は硝酸カリウムを 0.5Ｍ硫酸カリウムに溶かし、0～1.0μｇＮｍＬ－１の範
囲で作成した。これら以外の操作は上記の硝酸態窒素量と同様に行った。 
③微生物バイオマス窒素量の算出 
   微生物バイオマス窒素量は、以下の式およびファクタ （ーＦＮ）によって求め
た。 
 微生物バイオマス窒素量（mgC/kg 乾土）＝ＦＮ×（ＮＦ－ＮＣ） 
  ＮＦ：くん蒸土壌中の可溶性全窒素量 
  ＮＣ：非くん蒸土壌中の可溶性全窒素量 
  ＦＮ：2.41 (坂本・林, 1999) 
 
・収量および収量構成要素調査 
 各試験区のガス採取地点から 10 m 離れない範囲で、生育が標準的で各試験区
中央寄りの地点を選定し、予め準備しておいた 2 x 2 m の塩ビ枠を用いて坪刈
り対象区の内外を明確に区別した後に、その内部を手刈り収穫した。坪刈りでは、
水稲体はすべて地際で刈り取り、地上部全バイオマスを回収した。水位計付近坪
刈り枠内の水稲体 30 個体を無作為に選択し、草丈、茎数、穂長を計測し、各水
稲体第２葉の SPAD 値（葉色の指標）を測定後、坪刈り枠内全水稲体の穂数を
計数し、すべての穂を回収した（以上、圃場内にて）。穂を試験圃場所有農家宅
に持ち帰り、穂数を再計数後、塩水選（比重 1.06）を経た後に、全粒数、精玄米
数を計数し、籾刷りした精玄米 20 g を千粒重測定に供した。 
 
・根系調査 
塩ビ製の根系採取用採土円筒（外径 168 mm, 内径 159.4 mm）を作成し、深
度別（0-5、5-10、10-20、20-30 および 30-35 cm）に各試験区の坪刈り地点の
土壌を坪刈り直後に採取した。熱湯を使って各採取土壌から根を洗い出して回
収し、冷凍保存した。以後、根長密度および根重の測定に供する。根長密度は、
交点計数板を用いる Tennant 法に従った(Murakami et al., 1999)。 
 
・測定値の統計処理方法 
 得られた測定値は各試験区ごとに平均値と標準誤差を算出し表示した。統計
処理は SPSS（SPSS 社、13.0J）を用いて分析した。2 元配置分散分析で分析後、
Tukey 検定で多重比較を行った。 
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・稲わら焼却実験 
 
稲わら焼却に由来する温室効果ガス発生量の定量試験方法 
仕様上のガス交換速度 95 （m3 分-1）の換気扇（直径 465mm の円状）が排
気口（高さ 3.2m）に備えられたトタン製チャンバー（縦 15 m×横 4.5 m×高
さ 5 m：体積約 300 m3）をカントー大学のキャンパス内に設置した。排気口か
ら 2 m 離れた直径 2 m の円内に稲わらを円錐状に積み、それを燃焼させて試
験を行った（新井, 2013）。集中試験圃場より冬春作期に持ち出された稲わら
と、キノコ栽培後に残った稲わら残渣を試験に供した。稲わらの水分・積み上
げ様式が不完全燃焼および排出されるガス種の構成に影響をおよぼすことが想
定されたため、含水率の異なる稲わらを 5, 10, 20 もしくは 40 kg 積んで各種
ガス排出量の比較を行った5,6。ガス試料は、チャンバー吸気口（チャンバー外
側）、排気口（チャンバー内側）にて 3 L テドラーバックおよび 10 ml バイア
ル瓶に採取した7,8。テドラーバック内のガス試料は、ガス採取後直ちに携帯型
ガス分析器（MultiRAE IR, RAE systems, USA）で分析し、二酸化炭素・一
酸化炭素・揮発性有機体炭素（VOC）・可燃性ガス（LEL）・酸素濃度を測定し
た。一方、バイアル瓶内のガス試料は、後日ガスクロマトグラフ （GC-14B, 
島津）を用いて分析し、メタンおよび亜酸化窒素濃度を測定した。なお、試料
ガスの採取は、携帯型ガス分析器（MultiRAE IR, RAE systems, USA）で検
出される排気口と吸気口の各ガス濃度が一致するまで続けた9。 
炭素放出量・各炭素ガス放出速度は以下のように計算した。 
 
  
                                                   
5 含水率の調整・・・稲わらを浸水処理した場合、稲わらが微生物分解してしまうことが
懸念されたため、燃焼直前に稲わらに霧吹きで水を加えながらよく混合した後に積み重
ね、点火した。点火直前の一部稲わらサンプルを回収し、含水率の測定に供した。 
6 稲わらの積み方・・・円錐上に積み上げた稲わらは以下高さを調整した。 
① 5 kg：高さ 25 cm、②10 kg：高さ 50 cm、③20 kg：高さ 1 m、④40 kg：高さ 2 m 
7 テドラーバックによるガス採取は、稲わら点火後 1 時間は毎分 1 回、その後 1 時間は 2
分毎に 1 回、その後 2 時間は 3 分毎に 1 回、その後は 30 分毎に 1 回行った。 
8 バイアル瓶によるガス採取は、稲わら点火後 1 時間は 5 分毎に 1 回、その後 1 時間は 10
分毎に 1 回、その後 2 時間は 20 分毎に 1 回行った。 
9 ガスセンサーMultiRAE IR の検出分解能: O2 0.1%, CO2 10ppm, CO 1ppm, VOC 
0.1ppm, LEL1%, 
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① 炭素放出量（g） 
= 燃焼前稲わら乾物重（kg）×稲わら炭素含量（g/kg） – 燃焼後灰乾物重
（kg）×灰炭素含量（g/kg） 
 
② 仮の各炭素ガス・亜酸化窒素放出速度10 （gC / h or gN / h） 
= （12 （C g / mol） or 28 （N g / mol）） / 22.4 （L/mol） ×1000 （L / m3） 
× （排気口ガス濃度 – 吸気口ガス濃度）(mol / mol) × 95（m3 min-1）11 × 60
（min / h） ×273 (℃) / （273 (℃) + 分析時気体温度 (℃)）   
③ 仮の積算炭素ガス放出量（gC）  
= 仮の積算二酸化炭素放出量12 + 仮の積算一酸化炭素放出量 14 + 仮の積算メ
タン放出量 14 + 仮の積算揮発性有機体炭素放出量 14 
 
④  積算二酸化炭素放出量（gC）  
= 仮の積算二酸化炭素放出量 14 / ③×① 
＊一酸化炭素、メタン、揮発性有機体炭素も同様に計算した。 
 
⑤  放出された各炭素・窒素ガスによる地球温暖化寄与度 （ g CO2 eq. ） 
     
以下の各ガスの質量あたりの温室効果ガスポテンシャル（GWP）を用いて、各
燃焼過程に放出された温室効果ガスによる地球温暖化への寄与度を計算した
(IPCC 2007)。 
Direct GWP CO2  =  1,  CH4 = 25, N2O = 298 
Indirect GWP   CO = 1.9,  NOx = 0,   
GWP（ g CO2 eq. ） 
= 積算二酸化炭素放出量 / 12×44×1 +積算一酸化炭素放出量 / 12×28×1.9 + 積算
メタン放出量 / 12×16×25 + 積算亜酸化窒素放出量 / 28×44×298 + 積算揮
発性有機体炭素放出量 / 12×12×（2.4~21） 
  
 
  
                                                   
10 換気扇によるガス排出速度はその仕様書に記載のそれと必ずしも一致しないはずである
が、ここでは仮に仕様書に記載の値で一定であったと仮定して計算を行っている。④で各
ガスの積算放出量を計算する際に、①で計算される焼却前後の稲わら（灰）中の炭素（あ
るいは亜酸化窒素）量の実測変化量を用いて補正を行った。 
11 仕様上の換気扇の流速、 
12 台形法により燃焼期間中の各炭素ガス放出速度を積算した。 
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・キノコ栽培試験 
 春夏作期、収穫時に Tan Loi 2 の試験用水田圃場から持ち出された稲わらの
量およびそこに含まれる炭素含量を調査した。その稲わらをキノコ栽培農家管
理の元、栽培試験に供した。収量および温室効果ガス発生量を調査した。 
開閉式チャンバー（60 cm×60 cm×30 cm）を対象圃場に設置し、ガス試料
の採取および試料中の二酸化炭素濃度測定を行った。また、キノコ栽培中に稲
わら体から消失した炭素量を以下の式で計算した。 
 
キノコ栽培中に稲わら体から消失した炭素量 
=稲わら乾物重 (kg)×稲わら中炭素含量 (gC/kg) 
－キノコ栽培後稲わら乾物重 (kg)×キノコ栽培後稲わら中炭素含量(gC/kg)  
－キノコ乾燥重 (kg)×キノコ中炭素含量 (gC/kg) 
 
対象地域ではキノコ栽培に利用した稲わら残渣は焼却処理されることが多い
ため、キノコ栽培後の稲わらも燃焼試験に供して、キノコ栽培後の稲わらを焼
却した際に放出される温室効果ガス量も測定した。 
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3-3. 結果 
 
気象データ・灌漑水路水位を観測した結果、冬春作中期~春夏作中期にかけ
て乾季のため、降雨がほとんど観測されないものの、春夏作中期～夏秋作・洪
水期にかけて雨季となり降水量が高くなった(図 3-3a)。気温の季節変化パター
ンから、夜温は冬春作で最も低くなる傾向が見られた(図 3-3b)。灌漑水路の水
位は洪水期・冬春作初期にかけて高いものの、夏秋作までにかけて徐々に低く
なる傾向が認められた(図 3-3c)。 
AWD 灌漑区では圃場水位はいずれの作期の水稲栽培期間中に、土壌深-15cm
に達しているが、最も降水量の多い夏秋作では、最も水位の低下頻度が少なく
なっていた(図 3-4)。土壌深 5cm における土壌酸化還元電位は、水位が低くな
った際に著しく高くなった。灌水量は AWD 灌漑によって年間 57%削減された
(冬春作: 53%, 春夏作: 41%, 夏秋作: 68%; 図 3-5)。 
土壌窒素肥沃度の指標(アンモニウム, 可溶性 N, 微生物バイオマス N)の季節
変化では水管理の影響は認められないが、洪水直後に著しく高くなり、作期が
進むにつれて徐々に低くなる傾向が認められた(図 3-6)。AWD 灌漑により水位
が低くなった際、土壌中の硫酸濃度が著しく高くなったものの、土壌 pH には
影響が認められなかった(図 3-7)。AWD 灌漑により、高い硫酸濃度のピークが
認められるもの、硫化水素濃度は AWD 灌漑によって常時湛水区よりも低くな
った(図 3-8)。 
収穫時の収穫時の水稲根乾物重および根長密度を測定した結果、春夏作・夏
秋作において、稲わら管理を問わず、AWD 区で常時湛水区よりも水稲根乾物
重が高くなった(図 3-9)。収穫時の SPAD 値および収量構成要素を測定した結
果、春夏作・夏秋作において、収穫時の SPAD 値は AWD 区にて常時湛水区よ
りも低くなったが、登熟歩合(登熟籾数/全籾数比)は AWD 区にて常時湛水区よ
りも高くなった(図 3-10)。地上部(特に、茎葉部の)バイオマス(C,N)は AWD に
より小さくなった(図 3-11)。しかしながら、収量は、春夏作・夏秋作におい
て、稲わら管理を問わず、AWD 区で常時湛水区よりも多くなった。収穫指
数・water productivity については、季節・稲わら管理を問わず、AWD 灌漑区に
て常時湛水区よりも高くなった(図 3-12)。 
常時湛水水田においてメタン放出量は水稲連作が進むに連れて多くなり、夏
秋作で最大となった。AWD 灌漑によって高い亜酸化窒素フラックスのピーク
が認められることはあるが、メタン放出量は小さくなった(図 3-13)。亜酸化窒
素の放出量・地球温暖化への寄与度はメタンと比べると無視できるほどちいさ
かった(図 3-14)。メタン放出量が AWD 灌漑によって削減されるため、年間の
水田から放出される温室効果ガス量の 25~45%が削減された。 
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図 3-3. 降水量・日照時間(a)、気温・相対湿度(b)、灌漑水路の水位(c)。  
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図 3-4. 圃場水位(a)、土壌の酸化還元電位(b)の季節変化。CF は常時湛水区、
AWD は AWD 灌漑区を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら
野焼き区、Taken out は稲わら持ち出し区を示している。 
 
図 3-5. 各作期の灌漑水量。CF は常時湛水区、AWD は AWD 灌漑区を示してい
る。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼き区、Taken out は稲わら持
ち出し区を示している。＊…有意水準 5%  
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図 3-6. 土壌窒素肥沃度の指標(アンモニウム: a,b; 可溶性 N: c,d; 微生物バイオ
マス N: e,f)の季節変化. 左側の図は土壌深(0-1cm: a,c,e)、右側の図は土壌深(1-
10cm: b,d,f)の季節変化を示している。CF は常時湛水区・AWD は AWD 灌漑区
を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼き区、Taken out
は稲わら持ち出し区を示している。  
64 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7. 土壌中の無機酸(硝酸: a; 硫酸 b)、土壌 pH(H2O)(0-1cm: c; 1-10cm: d)、土
壌 pH(KCl)(0-1cm: e; 1-10cm: f)の季節変化。CF は常時湛水区・AWD は AWD 灌
漑区を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼き区、Taken 
out は稲わら持ち出し区を示している。  
65 
 
 
 
図 3-8. 土壌ガス中の硫化水素濃度(土壌深 5cm: a, 土壌深 10cm: b, 土壌深 20cm: 
c)の季節変化。CF は常時湛水区・AWD は AWD 灌漑区を示している。Straw は
稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼き区、Taken out は稲わら持ち出し区を
示している。  
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図 3-9. 稲わら還元区(Straw)、稲わら野焼き区(Straw-ash)、稲わら持ち出し区
(Taken out)の収穫時の水稲根乾物重(a)および根長密度(b)。CF は常時湛水区・
AWD は AWD 灌漑区を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら
野焼き区、Taken out は稲わら持ち出し区を示している。 
n.s. 有意差無、*…10%有意、**…5%有意、***…1%有意。  
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図 3-10. 稲わら還元区(Straw)、稲わら野焼き区(Straw-ash)、稲わら持ち出し区
(Taken out)の収穫時 SPAD 値(a)、収量構成要素(穂数/株数:b, 全籾数/穂数:c, 登
熟籾数/全籾数:d, 千粒重:e)。CF は常時湛水区・AWD は AWD 灌漑区を示して
いる。n.s. 有意差無、*…10%有意、**…5%有意、***…1%有意。   
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図 3-11. 稲わら還元区(Straw)、稲わら野焼き区(Straw-ash)、稲わら持ち出し区(Taken out)の地上部バイオマ
ス(a,b)、地上部バイオマス C(c,d)、地上部バイオマス N(e,f)、籾・稲わらの C/N 比(g,h)。左側の図は
各作期の測定結果(a,c,e,g,h)、右側の図は年間の積算値(b,d,f)。CF は常時湛水区・AWD は AWD
灌漑区を示している。n.s. 有意差無、*…10%有意、**…5%有意、***…1%有意。  
69 
 
 
 
図 3-12. 稲わら還元区(Straw)、稲わら野焼き区(Straw-ash)、稲わら持ち出し区
(Taken out)の米収量(a,b)、収穫指数(c,d)、water productivity(e,f)。左側の図は各作
期の測定結果(a,c,e)、右側の図は年間の積算値(b,d,f)。CF は常時湛水区・AWD
は AWD 灌漑区を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼
き区、Taken out は稲わら持ち出し区を示している。n.s. 有意差無、*…10%有
意、**…5%有意、***…1%有意。  
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図 3-13. 稲わら還元区(Straw)、稲わら野焼き区(Straw-ash)、稲わら持ち出し区
(Taken out)のメタンフラックス(a)と亜酸化窒素フラックス(b)の季節変化。CF は
常時湛水区・AWD は AWD 灌漑区を示している。Straw は稲わら還元区、
Straw-ash は稲わら野焼き区、Taken out は稲わら持ち出し区を示している。 
 
 
 
図 3-14. 各作期の積算温室効果ガス発生量。CF は常時湛水区・AWD は AWD
灌漑区を示している。Straw は稲わら還元区、Straw-ash は稲わら野焼き区、
Taken out は稲わら持ち出し区を示している。n.s. 有意差無、*…5%有意。  
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稲わら焼却試験の結果、水分の高い稲わらを焼却するほど、点火後、100℃
以上に達するまでの時間がより長くなり、特に、大きな稲わらのスタックでそ
の傾向が顕著になった(図 3-15A)。小さな稲わらのスタックが燃やされる際、
稲わらの水分が多いほど、修正燃焼効率(MCE)は低くなった(図 3-15B)。ま
た、MCE が低くなるほど CH4, NMVOC/全炭素放出量比よりも高くなった(図
3-16)。 
稲わらを用いたキノコ栽培にて放出される温室効果ガスを測定した結果、稲
わらの発酵処理時に比較的高い CO2, CH4, N2O フラックスのピークが認められ
た(図 3-17)。しかし、稲わら焼却によって放出される温室効果ガス量と比べる
と、キノコ栽培に由来する温室効果ガス放出量は少なかった(図 3-18)。 
 
図 3-15. 焼却された稲わらの水分、点火後 100℃に達するまでの時間(A)と、 
修正燃焼効率 MCE(B)の関係。  
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図 3-16. 稲わら水分(A, B, C)と修正燃焼効率 MCE(D, E, F)が、CH4-C/全炭素
放出量比(A, D)、NMVOC/全炭素放出量比(B, E)と N2O-N/全窒素放出量比に及
ぼす影響。  
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図 3-17. 稲わらを用いたキノコ栽培が二酸化炭素放出速度(A, B, C)、メタン(D, E, 
F)、亜酸化窒素(G, H, I)に及ぼす影響。エラーバーは標準偏差を示す(n=3)。 
Winter-Spring rice…冬春作(2011 年 11 月~2012 年 2 月)に水田で生育した水稲。 
Spring-Summer rice…春夏作(2012 年 3 月~5 月)に水田で生育した稲わら。 
Summer-Autumn rice…夏秋作(2012 年 6 月~9 月)に水田で生育した稲わら。 
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図 3-18. 稲わら焼却・キノコ栽培から放出される温室効果ガス発生量。エラー
バーは NMVOC の質量あたりの温室効果の範囲を示している[(* NMVOC にも
メタノール、プロピレンなど無数のガス種が存在し、それぞれのガス種で
GWP が異なる(IPCC, 2009)]。 
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3-4. 考察 
 
乾季・雨季を問わず灌水量は AWD 灌漑によりおよそ半減され(冬春作: 53%, 
春夏作: 41%, 夏秋作: 68%)、灌水量を下げられることが AWD 導入のインセン
ティブとなる可能性が示唆された。また、灌水量の削減に伴い、土壌酸化容量
が高まり、pH が低くなった。硫酸濃度は AWD 灌漑により、顕著に高まった
が、原因としては、パイライトの酸化の他、蒸発散量の増加に伴う、水の移動
に由来している可能性があり、検証の必要がある。降水量が高い夏秋作を除
き、冬春作・春夏作の硫酸濃度の増加に伴い、pH も低くなったが年間を通じ
て変化する pH は 4~6 程度であり、AWD 灌漑導入による土壌の酸性化のリス
クは低いと考えられた。最も降水量の多い夏秋作では、最も水位の低下頻度が
少なくなっていたが、AWD 灌漑区では圃場水位はいずれの作期の水稲栽培期
間中に、土壌深-15cm に達していた。土壌の Eh においても、AWD 灌漑区で
は水位低下時に Eh が顕著に高くなることから、AWD 灌漑により、土壌の還
元を抑えられることが示された。 
収量および収穫指数は春夏作・夏秋作で AWD 灌漑の導入により地上部バイ
オマスが有意に小さくなったものの、籾収量は有意に高められた。作期が進むに
つれて収量が低くなったこと、検出される硫化水素の濃度が高くなったことか
ら、稲わらの投入が繰り返されるたびに土壌の還元が発達し、硫化水素害が多く
発生、収量を低下させていたと考えられた。硫化水素濃度が特に高い 3 作目(夏
秋作)において AWD 灌漑による硫化水素削減効果がより重要となっている可能
性が示唆された。AWD 灌漑導入によって地上部バイオマス量・窒素量が小さく
なっていることから、窒素吸収量は AWD によって抑制されているものの、登熟
歩合・収穫指数が AWD によって有意に高められたことから、同化産物の再転流
が AWD によって進められ、収量が高くなったと考えられた。深さ 0-5cm 層の
根長密度が千粒重・収量と有意な正の相関関係を示したことから、硫化水素の削
減効果が表層根の生育・発達を通じ、収量に影響を及ぼしている可能性が示唆さ
れた。 
同様な研究成果として Yang and Zhang, (2010)が挙げられる。ここでは WMD
（穏やかな AWD 節水灌漑:灌水基準–15 kPa at 15–20 cm depth）灌漑、WSD(厳
しい AWD 節水灌漑: 灌水基準–30 kPa at 15–20 cm depth.)、慣行水管理の 3 種
の処理区を設け、水管理が水稲生育、収量に及ぼす影響が調査された。結果、
WMD 区では慣行水管理と比べ、高い根の酸化活性が灌水時に認められるが、
WSD 区では慣行水管理区よりさらに根の酸化活性が低くなると報告している。
再転流については、WMD 区で収穫指数が高く、光合成産物が有効に籾へ転流し
ていると報告している。この点については、開花以降の土壌乾燥も有効な管理法
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の一つとして挙げられており、水稲体の老化、登熟期間の短縮を招いてしまうが、
再転流を収穫までに完了させることができるため、多施肥管理下や、ハイブリッ
ド品種・耐倒伏性が強すぎる品種の栽培時に有効とされている。以上のように、
AWD や開花以降の土壌乾燥が転流を促し、収穫指数を高められる可能性がある。
転流の指標とされている収穫指数は、水稲体の水利用効率とも密接な関係を示
すことが知られており、品種や気候などの栽培環境が同一の場合、水蒸散量当た
りの収量(Water use efficiency)は収穫指数と比例関係にあるとされている。 
以上の知見をもとに、本研究の結果と合わせて考察すると、WMD に近い水管
理である safe-AWD は、表層根の根長密度の発達を通して、根の酸化活性を高
めている可能性が考えられた。AWD 灌漑導入による収穫指数の増加は水蒸散量
当たりの収量増加を意味した。収量・収穫指数に対する AWD 灌漑導入効果は冬
春作の Jasmine 85 栽培時にはみられなかったが、春夏作・夏秋作時の OM4218
利用時には有意に高められた(収量 1~17%, 収穫指数 10～23%)。AWD 灌漑導入
により、収量よりも収穫指数のほうが大きく増加したこと、稲わら生産量が減少
したことから、水稲体の蒸散量が AWD にある程度削減された可能性が示唆さ
れた。また、土壌の有機物管理によっても収穫指数が異なり、特に OM4218 栽
培時は常時湛水区・稲わら還元時には収量・収穫指数がその他の処理区より低く
稲わら発生量が高くなった。このことから、土壌の強還元によって転流が抑えら
れ、収穫指数・蒸散量が高くなり、水損失量にも影響を及ぼしている可能性が示
唆された。実際、AWD 灌漑区において、稲わら還元圃場の水位低下速度がその
他の圃場よりも著しく早く、稲わらを圃場に還元しているにもかかわらず、水位
低下時の Eh の上昇速度がその他の有機物管理区と比べても最も早かった。以上
から、AWD 灌漑導入によって土壌の還元を抑え、転流を促し、収量を高めつつ、
稲わら発生量・蒸散量・灌水量を削減できる可能性が示唆された。硫化水素が転
流を抑制する効果は、秋落ち減少の解明が活発に進められた日本の土壌肥料学
関係者の知見から認識されているが(Yoshida, 1981)、転流抑制について硫化水
素が原因とされる報告例はほとんどない。今後、硫化水素の動態・起源と根長生
育の関係をより詳細に調査する必要がある。また、有機物管理区ごとに流量計を
設け、土壌の有機物管理が灌水量に及ぼす影響を比較するほか、蒸散量の計測を
行う必要があると思われる。 
一方、土壌環境には硫化水素のような生育抑制因子だけでなく、地力窒素の供
給源などの生育促進因子も存在する。可溶性窒素、微生物バイオマス窒素ともに、
洪水直後の冬春作期に高くなっており、洪水による有機物・粘土の供給が地力窒
素を増加させている可能性が示唆された。洪水の水深・期間は年によって異なり、
年によって供給される土砂・有機物の流入量が異なる可能性が示唆される。今後、
この洪水期間などのちがいが冬春作の水稲体生育量に及ぼす影響を調査する必
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要があると想定される。 
メタンの発生量・AWD 灌漑導入による削減効果は後の作期ほどより高くな
ったことから、三期作によって稲わらが繰り返し圃場に投入されることで、土
壌の還元が促されていることが示唆された。また、AWD 灌漑によるメタン放
出量の削減効果は雨季である 3 作目(夏秋作期)に最も高くなった。当初、夏秋
作において、降水頻度が増えたことによって水位低下速度が特に遅く、水位が
15cm 深まで下がらなかったため、AWD 灌漑導入による土壌の酸化効果は低い
と考えられていた。しかしながら、実際には、水位が灌水基準である土壌深
15cm に達せず、灌水頻度が少なくなったため水位低下期間が雨季で最も長く
なった。この水位低下期間の延長がメタン発生量に最も強く作用したと考えら
れる。近年、同様な報告として中干期間の延長が有効なメタン削減策の一つで
あることが実証されており(Itoh et al., 2011)、今後、降水量、稲わら投入の有
無による蒸散速度・透水速度の違いが水位低下速度・水位低下期間・灌水頻度
に及ぼす影響を解析する必要がある。 
一方、メタンと共に重要な温室効果ガスである亜酸化窒素については、冬春
作期に比較的高い放出速度が検出されたが、作期が進むにつれて放出速度が低
くなる傾向が見られた。また、水管理の影響は見られず、稲わら全量を漉き込
んだ区（稲わら還元区）では、他の処理区（稲わら灰還元区および稲わら持ち
出し区）亜酸化窒素フラックスが低くなる傾向が認められた。稲わら還元処理
によって亜酸化窒素放出速度が削減されるとの報告はいくつかある(Singh et 
al., 2004, Zou et al., 2004, Khalil and Inubushi, 2007, Wang et al., 2011)。特
に、Singh et al.(2004)は稲わら-小麦の輪作時には、稲わらより C/N 比が高い
小麦の藁を土壌に還元することで水稲収量・窒素利用率が低下すると報告して
いる。本研究においても稲わら還元区で高い亜酸化窒素放出量が認められなか
ったこと、作期が経つにつれ、検出される亜酸化窒素フラックスが小さくなっ
た原因の一つとして、稲わら還元が繰り返され、土壌中に蓄積したこと由来す
ると考えられた。 
結果、年間のメタン発生量を有意に 25~45%削減できることが示された。メタ
ンと同様、強力な温室効果ガスである亜酸化窒素とその発生過程に強いかかわ
りを持つ硝酸濃度については、AWD 灌漑による有意な影響は見られず、放出さ
れた亜酸化窒素の地球温暖化への寄与はメタンの 1%にも及ばなかった。一般的
に中干などの水管理は亜酸化窒素の発生を促進するとされるが(IPCC, 2007)、
水位低下時に施肥を行わず、灌水後に施肥を行うことでその発生量を著しく下
げられることが報告されている(Hosen, 2010)。本試験においても、各施肥前に
灌水が行われていることに加え、保水性の高い重埴土に、水位が土壌深 15cm に
達した時点で灌水を行う Safe AWD を行っているため、従来の AWD よりも土
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壌が乾燥せず硝化が促進されにくい環境であると考えられた。また、密植で株密
度が高いため(122~283 株 m-2)、非根圏が表土にはほとんど無いことに加え、4
回に分けて施肥されているので緩効性肥料と同様、水稲体施肥窒素吸収効率が
高い状態にあると考えられた。以上から、Galloway et al. (2004)が述べている
窒素損失(アンモニア揮散、硝化、溶脱、脱窒)が起こりにくい水稲生産環境であ
ることが示唆された。当試験圃場から放出される亜酸化窒素量が、既往の試験結
果(Akiyama, 2011)や施肥量がほぼ等しい試験から報告されている亜酸化窒素
量(たとえば、Wang et al., 2011)と比べても低いこともこれによって説明されう
ると考えられる。 
 以上から、硫酸酸性が問題となりやすい対象地域において、土壌中の硫酸濃度
の上昇は有害となる可能性があるが、本試験においては収量に悪影響を及ぼす
ほどではなく、逆に酸化的土壌環境は硫化水素の発生を抑えることが示された。
AWD 灌漑の導入は収量と土壌肥沃度を維持、あるいは高めつつ灌水量とメタン
を同時に削減できる可能性が示された。今後は硫化水素・洪水の水稲生育・収量
におよぼす影響を 2-3 年スケールで調査する必要がある。 
 水田土壌から放出される温室効果ガスの測定だけでなく、稲わら燃焼試験を
行い、稲わら焼却・稲わらを用いたキノコ栽培から放出される温室効果ガス量
を評価した。不完全燃焼の基準として扱われる修正燃焼効率（MCE：CO2 / 
（CO2+CO））を計算した結果、稲わら 5 kg, または 10 kg を燃やした場合、稲
わらの含水率が高くなるほど MCE が低くなり、不完全燃焼が起きやすくなっ
ていると言えた。しかしながら、20 kg もしくは 40 kg を燃やした場合、この傾
向は見られなかった。しかしながら、20 kg もしくは 40 kg を燃やした場合、こ
の傾向は見られなかった。これらの結果から、稲わらを平焼きにする場合、高
水分条件の稲わらを用いると不完全燃焼を引き起こしやすく、CO や CH4の発
生を促すが、稲わらを高く積んで燃やした場合、稲わらの水分が燃焼中に蒸発
しやすくなるため不完全燃焼が起きにくくなるものと解釈した。二酸化炭素、
一酸化炭素、メタン、揮発性有機体炭素、亜酸化窒素の発生量に質量あたりの
地球温暖化ポテンシャル（GWP）を乗じ、各燃焼条件における稲わら焼却が地
球温暖化に及ぼす影響度を求めた。その結果、稲わらを 5 kg または 10 kg 燃や
した場合、水分が高まるにつれて MCE が低下し、地球温暖化に及ぼす影響度
が高まった。一酸化炭素、メタン、揮発性有機態炭素の発生量が高まっている
ためと考えられる。含水率上昇に伴う地球温暖化に及ぼす影響度の増加は 5 kg
燃焼した際にもっとも顕著であったが、10 kg 燃焼時では影響度の変化率が小
さくなり、20kg もしくは 40kg 燃焼時にはこの傾向が見られなくなった。  
これらの結果から、稲わらを湿った土壌表面に散布して焼却することは、稲
わら焼却の地球温暖化に及ぼす影響を高めるリスクがあると言える。 
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IPCC2007 以降、大気中のメタンを消失させる OH ラジカルが GWP の算出に
考慮されるようになり、一酸化炭素、揮発性有機態炭素、メタンの GWP が高
まった。これにより、水田由来のメタン排出量およびバイオマスバーニングに
由来する一酸化炭素の定量結果が一層重要になった。今後、地球温室効果ガス
の放出源として、水田およびバイオマスバーニングの重要性がより増すことに
なると予想された。 
 稲わらを利用したキノコ栽培においてチャンバー法を用いた結果、稲わら体
炭素の内の多くは菌接種前に大気へ放出されていることが分かった。現地では
船を使って稲わらが流通しているが、船上ですでに発酵処理が施され、キノコ
栽培農家圃場に到着した際には内部は濃い茶褐色をしており、温度は約 80℃に
なっている。以上から、種駒を接種する前にほとんどの炭素が放出済みである
と予測された。 
稲わら体炭素の 45%がキノコ栽培期間中に放出され、50%が栽培後の焼却処
理によって放出されることから、キノコ栽培後のわらを焼却せず、その他の利
用に用いることができれば、温室効果ガス発生量をさらに低くできる可能性が
考えられた。 
 水田圃場における集中試験により、AWD 灌漑を導入して収量を下げずに灌漑
コスト、温室効果ガス発生量を削減できる可能性が示された。稲わらを圃場に投
入するとメタン発生量が高くなるため、対象集落で行われている稲わらの持出
し・焼却により AWD 灌漑同様、温室効果ガスの発生量を削減できる可能性も示
唆された。稲わら持出し後・焼却時の温室効果ガス放出量も評価するべきである
が既往の研究では、評価例は限られている。本研究では持ち出された後の稲わら
利用様式および主要な稲わら利用に由来する温室効果ガス発生量を調査した。
以上の結果を用い、農業生産者の所得を維持・あるいは高めつつ水稲生産に由来
する温室効果ガス発生量を削減しうる水・稲わら管理を提案することを目的と
し、水田および稲わら利用から発生する温室効果ガス発生量を比較した(表 3-1)。
結果、AWD 灌漑は水田からの温室効果ガスを削減するだけでなく、稲わら発生
量を削減するため、稲わら利用に由来する温室効果ガス発生量(稲わら野焼き・
キノコ栽培)をも削減した。 
対象集落の現状として、近年、コンバインハーベスターが普及しているとの情
報を農家から得た(新井 2013)。2000 年以降、年間平均 GDP 成長率は平均 7%
以上を達成しているベトナムにおいて、クボタ製のトラクタ・コンバインの合計
新車販売数が、2009 年から 2010 年にかけて 5 倍になったとの情報もある
(http://giweb.kubota.co.jp/pdf2011/g)。 
 しかしながら、コンバインハーベスターは稲わらを裁断し、散布するため燃焼
効率も低く土壌への稲わら還元率を高めるため、今後、より一層圃場への稲わら
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還元量が増えるようになる可能性がある。稲わら全量還元時に AWD 灌漑導入
による温室効果ガス発生量の削減効果が最も高かったことから(43%, 表 3-1)、
今後 AWD 導入効果が、より一層高まる可能性があると期待される。 
 
 
表 3-1. 各水・有機物管理条件下の温室効果ガス発生量 
 
 
Amount of straw 
annually burned or 
taken out 
Annual CH4 and 
N2O emission 
from paddies 
Annual GHGs 
emission from 
straw-use (straw 
burning and 
mushroom 
cultivation) 
Total GHGs 
emission 
 (t under 14 % moisture ha-1) (t CO2-equivalent ha-1) (t CO2-equivalent ha-1) (t CO2-equivalent ha-1) 
CF-straw  0±0 88.67± 1.39 0±0 88.67± 1.39 
CF-ash 
+straw burning 
6.67±0.62 56.92± 8.11 9.99±0.93 66.90± 8.93 
CF-taken out 
+mushroom cultivation 
6.40±0.39 54.87± 5.28 7.94±0.48 62.81± 5.47 
AWD-straw 0±0 50.71±10.53     0±0 50.71±10.53 
AWD-ash 
+straw burning 
5.93±0.62 40.19± 5.19 8.87±0.93 49.06± 5.92 
AWD-taken out 
+mushroom cultivation 
6.10±0.71 40.68±10.71 7.58±0.88 48.25±10.43 
     
Water (CF or AWD) p<0.1 p<0.01 p<0.1 p<0.01 
Straw (straw, straw-ash 
or taken-out) 
p<0.001 p<0.001 p<0.001 p<0.1 
Water*Straw n.s. n.s. n.s. n.s. 
 
  
81 
 
農家所得の収入・支出に対する水・稲わら管理の影響を調査した。結果、稲わ
ら・キノコの売り上げは収支全体の内、それぞれ 2~3%、11~16%程度であった。
このことから、米生産者の収入は米の売り上げ額に依存していることがわかっ
た。米の売り上げ額が地域の主要な収入であることは、AWD 灌漑および稲わら
管理が米収量に及ぼす影響の重要性を意図している。AWD 灌漑・稲わら管理が
長年連用された際に顕在化しうる収量差は、今後も継続して評価される必要が
ある。  
支出においては、主に、施肥・脱穀・灌漑が大きな割合を占めていた。施肥量
90~200kg ha-1は、秋山(2011)の報告と比べると、世界的によく見られる施肥量
である。現地では 4-6 回に分けて施肥されているため、水稲体の肥料吸収効率は
良好であり、環境負荷の観点で減肥の必要性は低いと思われる。しかし、収穫時
の水稲の SPAD 値は 30 を上回っている農家がほとんどであり、肥料の過剰吸
収・不完全転流の可能性が懸念される。脱穀については、今後、コンバインハー
ベスターが普及することで脱穀方法・費用が変化する可能性がある。灌漑につい
ては、現地での灌水はポンプ灌漑と潮汐灌漑が併用されており、作期間、ポンプ
灌漑のみに灌水を依存していた本試験の結果よりも実際は低いと推測される。
しかしながら、本試験の結果、AWD 灌漑の導入によりポンプ灌漑費をおよそ 2
万円程度削減できるポテンシャルが示された。 
2 万円の支出削減はおよそ 10-15 万円である収支(収入-支出)を、20%程度高め
られることを示唆する(図 3-19)。キノコの栽培が全収支の 11～16%程度を占め
ており、水稲栽培農家が 10 軒程度あれば、キノコ栽培専業農家が 1 軒生計を建
てられることが分かった。したがって、各々の米生産農家がキノコ栽培を行い、
自分の圃場の稲わらを使って収支を大きく増やす効果は低いが、一部の農家が、
周辺農家の稲わらを購入し、大規模にキノコ栽培を行うことができると考えら
れた。 
実際、農村調査の結果、水稲栽培農家が自分の圃場から発生した稲わらを用い
てキノコ栽培を行う例は少ないことことがわかっている。また、水稲栽培とキノ
コ栽培を兼業している農家の中でも、現地の稲わらを利用する農家は冬春作に
おいて 0%, 春夏作において 7.3%, 夏秋作において 6.9%程度しかない。降水量
が高くなる春夏作では 45.3%、夏秋作では 51%の農家が稲わらの売却による収
入は少ないにもかかわらず、売却を行っている。これらのことから、降雨により
稲わらを焼却できず、次作期の圃場の均平化作業に支障が出ることを避けるた
め、稲わらを圃場外へ持ち出すことを目的に、稲わらを売却していると推察され
る。圃場外へ持ち出された各農家の稲わらは集約的なキノコ栽培を行う一部の
農家へ流通し、キノコ栽培に利用されているものと解釈された(図 3-19,20)。稲
わら持出しが長期間継続された場合、窒素やケイ酸などの土壌中の養分が系外
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へ持ち出され、地力が損なわれる可能性がある。また、稲わらの輸送には船の燃
料消費が伴うため、温室効果ガスがさらに放出されることになる。これらのこと
から、水稲生産農家がより有効な稲わら利用法を用いれば、水稲生産農家の所得
収支向上だけでなく、土壌肥沃度の維持、稲わら運搬船利用に由来する燃料費・
温室効果ガス放出の削減が期待できる。 
温室効果ガス発生量に炭素価格を乗じて農業所得の収支の計算に加えたとこ
ろ、AWD 灌漑の導入により収支が 2 倍程度となることがわかった (図 3-21)。
このことは、炭素市場の視点から対象集落の AWD 灌漑導入効果を評価した際、
AWD によって農業生産性がおよそ 2 倍に高まる可能性を示唆すると考えられ
る。対象集落であるベトナム・メコンデルタ、中央部の集約的水稲生産地では、
3 期作・洪水によって 1 年中ほぼ常時湛水・多量の稲わらが還元されている状態
である。これらのことから、土壌の過剰還元が温室効果ガスであるメタンや水稲
生育を阻害する硫化水素の発生を促している可能性が高い栽培環境である。し
かし、AWD 灌漑導入により灌漑コストをおよそ半減、温室効果ガス発生量を削
減(25-45%)、表層根の活性化とともに収量・収穫指数を維持、あるいは高められ
る可能性が示された。このことは、AWD 灌漑は収量を下げずに、灌水コスト・
温室効果ガス発生量を削減することが、炭素市場の観点で水稲生産性を大きく
向上させていることを意味する。特に、OM4218 品種を栽培した春夏作・夏秋
作では収穫指数の増加が顕著にみられ、転流が促されていることが認められた。
稲わら発生量・蒸散量が抑えられる可能性が示された。このことから、AWD 灌
漑は水稲の転流を促すことで、メタン放出量を高める稲わらの発生量と水消費
として重要な蒸散量を低減する可能性が期待された。現地では稲わら焼却、稲わ
ら持出しが行われ、水田へ還元される稲わら量が削られてはいるが、稲わら焼
却・稲わら運搬時の燃料消費・稲わらを用いたキノコ栽培によって多量の温室効
果ガス(二酸化炭素、一酸化炭素、メタン、亜酸化窒素)が放出されている。これ
らを考慮した結果、最も温室効果ガス発生量を削減できる水・稲わら管理は土壌
に稲わらを還元し、AWD 灌漑を行うことであると考えられた(図 3-22)。 
本研究においても、2 章・4 章同様に微生物学的・分子生物学的手法を用いた
方法も、AWD のメタン削減過程の理解に有望であるように思われる。しかし、
Watanabe et al. (2013)にて報告されているようにフィリピン水田にて、より強
力に土壌を酸化させる AWD を導入した試験を行って CF 水田と比較を行って
もメタン生成菌数に違いが出なかった。本研究においてもメタン生成菌数への
影響を微生物学的手法で行っても得られる情報が限られていると予測され、本
研究では微生物学的手法を用いた解析を行っていない。今後は、AWD 灌漑およ
び稲わら管理の長期連用・洪水の影響が米収量・温室効果ガス放出量に及ぼす影
響を明らかにする必要がある(図 3-22)。水田付近への家畜への飼料化、家畜糞尿
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の水田圃場への供給、適切な土壌への稲わら投入法などを考慮しつつ、水稲生産
性・水稲生産者の所得収支・温室効果ガス発生量の観点からより有効な稲わら利
用法を調査することが望ましい。 
 
図 3-19. 3 期作間の農家所得の収入および支出13,14 
                                                   
13 1 農家当たりの水田圃場面積は同集落内 35 農家の平均値である 0.62ha とした。 
また、各農家内で Ut 氏の圃場と施肥・稲わら・水管理、収量・稲わら発生量が同じであ
るとして計算した。 
14以下の現地情報を利用した。 
Jasmine 85 米卸売り価格 6,000VND/kg,、OM4218 米 4,750VND/kg、  
キノコ 48,000VND/kg、 
キノコ栽培後発生した稲わら灰 20kg あたり卸売り価格 3,000～4,000VND、 
尿素肥料 10,300VND/kg,  
DAP15,600VND/kg,  
NPK 肥料 13,200VND/kg,  
Kali13,600VND/kg、 
種子(Jasmine 85) 18,000VND / kg, 種子(OM4218, IR504, OM1940)10,000VND 
脱穀機 700,000VND（水田面積 1cong=1300m3あたり） 
レベリング用耕耘機使用日 300,000VND(水田面積 1cong=1300m3あたり)、 
ポンプ燃料および潤滑油使用日 971VND(1m3水を灌漑する際の消耗費)、 
キノコ菌種購入費 250,000VND/稲わら 1t あたり 
1,000VND=約 4 円 
ただし、いなわら運搬時の燃料消費は加味していない。 
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図 3-20. 3 期作間の農家所得の収支 
85 
 
 
図 3-21. 炭素価格を考慮に入れた場合の経済的支出・収支15 
                                                   
15 炭素価格を考慮した支出額 
=支出額(図 48)+温室効果ガス放出量(図 46)×炭素価格(12.76USD /1tCO2 equivalent)* 
  *12.76USD /1tCO2 equivalent・・・State and trends of the carbon market 2012 
                             Spot and Secondary offset market 2011,  
                             1,822Mt =23,250million USD 
*1USD＝90 円とした。 
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図 3-22. 本章の総括図 
AWD 灌漑により、土壌水分が減少し、酸素が土壌に供給されることで嫌気性
古細菌の活性が抑えられ、温室効果ガスであるメタンや、水稲の養分転流を阻
害する硫化水素の発生が抑えられると考えられる。 
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3-5. 要旨 
 
 世界的にも高い水稲生産量を誇るメコンデルタでは、三期作の普及によって
水稲栽培地域が年間を通じてほぼ常時湛水し、多量の稲わらが発生しているた
め、土壌が過剰な還元状態となり、水稲生育を阻害する硫化水素やメタンを多量
に発生させている危険性がある。そこで、本研究では国際稲研究所で開発された
AWD(Alternate Wetting and Drying)節水灌漑技術に着目し、より適切な水・稲わら
管理を導入することで、水田の収量を維持・あるいは高めつつ温室効果ガス発生
量を下げることができるとの仮説を立て、ベトナム・メコンデルタの水稲三期作
地域を対象に AWD 節水灌漑導入試験を行った。 
2011 年 11 月～2012 年 9 月の三作期間（2011 年 11 月～2012 年 2 月：冬春作、
同年 3～6 月：春夏作、同年 6~9 月：夏秋作）・洪水期間（2012 年 9 月～11 月）
にベトナム、カントー市の農家水田圃場で、稲わら管理(全量還元・焼却・持ち
出し)、水管理（常時湛水・AWD）を組合わせた試験区を設け、その他の管理は
地域の慣行に沿って試験を行った。次いで、対象集落内 50 農家を対象に、対象
集落の主要な稲わら利用様式を聞き取り調査した。現地で主要な稲わら利用法
である、キノコ栽培用堆肥としての利用時と焼却処理時に放出される温室効果
ガス放出量を評価した。 
AWD 導入により対象水田の年間のポンプ灌水量の 57%が有意に削減された。
AWD 灌漑区では Eh と硫酸濃度が高まり、土壌 pH と硫化水素濃度が低下する
傾向がみられた。年間の稲わら発生量は低くなったが、収量は 0.50～0.91t ha-1 年
-1) 高くなった。水田から放出される温室効果ガス、水田から発生した稲わらが
焼却処理・キノコ栽培へ利用された際に放出する温室効果ガスを評価したとこ
ろ、AWD 灌漑導入による温室効果ガス放出量の削減効果が認められ、全量還元
区で 43%、焼却区で 24%、稲わら持ち出し区(キノコ栽培区)で 19%有意に低減し
た。稲わらを圃場に還元しつつ AWD 灌漑を導入した際、温室効果ガス発生量が
最も低かった。 
以上から、対象地域では、土壌中硫酸濃度の上昇は有害となる可能性があるが、
農家水田圃場における試験においては収量に有意な悪影響を及ぼすほどではな
く、逆に酸化的土壌環境は同じく有害な硫化水素濃度を低く抑え、収量を高めつ
つ、温室効果ガスの発生原因物質である稲わらの発生量を削減できる可能性が
示された。本試験により、AWD 灌漑を導入して収量維持・あるいは高めつつ、
灌漑コスト・温室効果ガス放出量を削減できる可能性が示された。地球温暖化へ
及ぼす影響度の視点から、水田を対象とした水・稲わら管理法を比較評価すると、
AWD 導入水田に稲わら還元することが当地域の水田生態系の地球温暖化への
寄与を最小にする方策であると考えられた。  
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第 4 章 マングローブ林土壌の温室効果ガス生成活性  
―熱帯無機質土壌湿地内の自然マングローブ林地での観測― 
 
4-1   背景および目的     
 
 前章までに、熱帯泥炭地(熱帯有機質土壌の自然林・農地)、熱帯水田(熱帯無
機質土壌の農地)から放出される温室効果ガス発生量・過程に現地の水・炭素管
理の及ぼす効果が定量的に議論された。しかしながら、熱帯無機質土壌自然林
についての議論はまだ行われていない。そこで本章では、面積的に多量の土壌
有機物を蓄えている熱帯無機質土壌自然林で重要な炭素貯蔵庫の一つであり、
かつ人為活動の影響を強く受けているとされるマングローブ林を対象に議論す
る。 
本章では、ベトナム・メコンデルタ、インド・スンダルバン内のマングロー
ブ林にて、人為的活動（土地利用変化）および気候変動によってメタン発生量
がどのように変わるか、即ち、人為影響のない自然マングローブ林土壌から放
出している温室効果ガス量(ベースライン)から人為影響によって違いが生じう
るかどうかを明らかにするため、海岸線から異なる距離に位置する複数の地点
で空気および土壌試料を採取し、メタン生成活性・放出量に影響を及ぼす土壌
環境要因を解析した。  
89 
 
4-2   材料および方法                                     
 ベトナム国内の調査対象マングローブ林 
 2014/6/28(昼頃干潮後)のベトナム CaMau 省(N: 8°36', E: 104°43')および
2014/6/29(午前中干潮前後)SocTrang 省(N: 9°20', E: 106°05')内の海岸線から距離
の異なる複数の地点で土壌および空気試料(クローズドチャンバー法)の採取を
行った(図 4-1)。マングローブ林を構成する樹種は主に、Rhizophora apiculata 
（フタバナヒルギ、）, Avicennia alba(ウラジロヒルギダマシ、ブラックマング
ローブ)であり(図 4-2)、植林の際には、高冠水頻度域に高い適応性をもつ前者
のモノカルチャー植栽(単一品種の栽植)が行われている(Vo et al., 2014a)。
 
図 4-1.メコンデルタ調査地 
(Ca Mau の白塗りつぶし区は海岸部、赤塗りつぶし区は内陸部を示す) 
 
図 4-2. ベトナム Ca Mau 省内マングローブ林を構成する主要樹種 
(Vo et al., 2014b)  
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  近年では、Ca Mau 省内のマングローブ林は Full protection zone と呼ばれ、
マングローブ林として植林・保存されなければいけない指定保護地域と Buffer 
zoneと呼ばれる指定された域内の 60%以上はマングローブ林として保護されな
ければならない指定保護地域に分けられている(図 4-3, Vo et al., 2014a)。しか
しながら、実際には Buffer zone 内においても、制限以上にエビ養殖池が拡大し
つつあることがリモートセンシングの結果、示唆されている(図 4-4)。 
 
 
図 4-3.ベトナム Ca Mau 省内、マングローブ利用用途(Vo et al., 2014b) 
 
 
図 4-4. 違法に拡大するエビ養殖池、(Vo et al., 2014b) 
水色部は水産業の影響でマングローブ林が浸食している地域を示している。 
赤線枠内は Buffer zone を示している。  
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インド国内の調査対象マングローブ林(スンダルバン) 
 2014/8/6 夕方～8/7 朝(干潮前後)、西ベンガル(インド・バングラデシュ)にま
たがって存在する世界最大のマングローブ林 Sundarban にて土壌および空気
試料の採取を行った(図 4-5)。土壌・空気試料は、Jha et al. (2014)にて報告さ
れている渦相関観測測器が設置してある地点(N: 21°48'55.081'' E: 88°37'49.26'')に
て採取された。 
 Sundarban 全体ではおよそ 9000km2の面積を擁し、インド側の面積は
34%、バングラデシュ側は 66%程度に相当する(Naskar et al. 2009)。インド側
の Sundarban デルタだけでも、Ganga 川-Brahmaputra 川-Meghna 川河口流
域を覆っている。    
Rhizophora, Avicennia alba, Bryguiera gymnorrhiza など多様な樹種によっ
て構成されているマングローブ林だが(平均樹高 5m)、現地で最も優占している
樹種は Heritiera fomes（アオギリ科サキシマスオウノキ属、サキシマスオ
ウ、現地の言葉で Sundari と呼ばれる。樹高約 25m）である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5. インド・スンダルバンマングローブ林調査地(Jha et al., 2014)  
500m 
(c) 
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実験方法 
 
・土壌理化学性・温室効果ガス放出量測定法 
遊離鉄・硫酸濃度・全炭素・溶存有機体炭素・アンモニウム, CH4を 2, 3 章に
記載済みの方法で測定した。 
 
・DNA の抽出・PCR・DGGE 
農業環境技術研究所：「PCR-DGGE による土壌細菌・糸状菌相解析法 Ver. 3.2 
2008 年1 月28 日改訂」およびWatanabe et al. (2013)を参考におこなった。 
シークエンスと系統解析：宇津木 (2010)を参考に行った。 
 
・メタン生成菌数および酸化菌数定量法 
ABI PRISM 7500 system(Applied Biosystems, Foster city, CA, USA)および
real-time master mix (THUNDERBIRD Probe qPCR Mix; TOYOBO, Tokyo, Japan)を
用い、Ikeda et al. 2014 を参考に、メタン生成菌数(mcrA 遺伝子プライマーセ
ット, 45 サイクル; denaturation 95oC40 秒, annealing55 oC30 秒, extention72 
oC60 秒)・酸化菌数(pmoA 遺伝子, A189-f - mb661r プライマーセット, 40 サイ
クル; denaturation 95oC30 秒, annealing65.5 oC20 秒, extention72 oC40 秒)を
測定した。検量線作成のために、名古屋大学土壌学研究室が水田土壌から単離
したメタン生成菌・酸化菌の以下の配列を利用した 
メタン生成菌 
Methanobrevibacter arboriphilus SA (AB300777,プライマー込みで 760bp)、
Methanosarcina mazei TMA (AB300778,プライマー込みで 778bp)、Methanoculleus 
chikugoensis MG62(AB300779,プライマー込みで 784bp) 
メタン酸化菌 
Methiromonas koyamae (AB538965,プライマー込みで 508bp) 
Methylosinus trichosproium OB3b (U31650,プライマー込みで 508bp) 
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・培養実験-1 
 採取した各湿潤土を乾土 3g 等量づつ、各 22ml ねじ口試験管 4 本に充填し
た。うち 2 本は窒素置換し嫌気培養を行い、残り 2 本は窒素置換せずに好気培
養をおこなった。各試験管の気相中メタン・二酸化炭素濃度は 1 週間ごとに測
定した。測定後、嫌気培養している試験管の気相は再度 1 分間窒素置換しなお
し、好気培養している試験管の気相は 1 時間、実験室内にて空気置換した。培
養前後で土壌の DOC 濃度(分析法 2 章参照)、アンモニウム濃度(分析法 2 章参
照)、硫酸濃度(分析法 3 章参照)、セルラーゼ活性(Deng and Tabatabai, 1994)
を測定し、培養前後の変化を分析した。また、培養前に遊離酸化鉄濃度・全炭
素/窒素を測定した。 
 
・培養実験-2 
培養実験-1 にて、特に高いメタン生成活性を示したベトナム CaMau 省の湿
潤土を、乾土 3g 等量づつ各 22ml ねじ口試験管 12 本に充填し、嫌気培養を行
った。それぞれ 2 反復で以下の処理を行い、実験-1 と同様にガス生成活性・土
壌理化学性変化を分析した。 
・無添加区 
・超純水 10ml 添加区 
・海水 1/8 希釈液 10ml 添加区 
・海水 1/4 希釈液 10ml 添加区 
・海水 1/2 希釈液 10ml 添加区 
・海水 10ml 添加区 
 
*海水は、Camau(N: 8°36'27”, E: 104°43'24”)にて 2014/6/29(正午頃)に土壌とも
に採取したもの(5.1gS L-1)を使用した。 
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4-3  土壌理化学性・温室効果ガス放出および生成活性  
 
 現地にてメタンフラックスを観測した結果、ベトナム CaMau(内陸部)・Soc 
Trang においては、メタンフラックスはチャンバー内の筍根の数と有意な正の
相関関係を示していた(図 4-6)。Ca Mau(海岸部)ではチャンバー内に筍根が含
まれていないにもかかわらず、その他の地点と比べて著しく高いフラックスが
検出された。 
 
図 4-6. 筍根密度(本 m-2)とメタンフラックス(mgC m-2 h-1) 
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PCR-DGGE にて古細菌群集構造を解析した結果、インドスンダルバンの古
細菌群集構造は、ベトナムカマウ・ソクチャンのメタン生成菌群集構造と異な
った(図 4-7)。また、検出された DGGE バンドを、相同性解析に供したとこ
ろ、ほとんどのバンドは、好塩性古細菌である halobacteriaceae 科に属する微
生物と近縁であった (表 4-1)。 
 
 
 
図 4-7. 古細菌群集構造の PCR-DGGE フィンガープリント(a)、 
その主成分分析結果(b)とクラスター解析結果(c) 
 
 
(a) (b) 
(c) 
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表 4-1. 図 4-7(a)で採取されたバンドの相動性解析結果。 
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  リアルタイム PCR を用いてメタン生成菌数を測定した結果、ベトナム
CaMau 土壌・Soc Trang 土壌中のメタン生成菌数は、インド・スンダルバン
のメタン生成菌数よりも多い傾向にあった(図 4-8)。メタン生成菌数は、土壌中
の電子受容体(遊離酸化鉄・硫酸など)の濃度と有意な相関関係は示さなかった
ものの、土壌中の電子供与体(土壌全炭素)量と有意な正の相関関係を示した。 
  
 
図 4-8.遊離酸化鉄濃度(a,b)、硫酸濃度(c,d)、土壌全炭素量(e,f)とメタン生成菌数(コピ
ー数×109 kg 乾土-1; a,c,e)および嫌気培養メタン生成量(µgC kg 乾土-1日-1; b,d,f)  
y=3.6×107x-2.9×108 y=0.044x-0.067 
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  嫌気培養条件下・好気培養条件下でのメタン生成量を比較した結果、8 地点
中 7 地点のサンプルで好気培養条件下のメタン生成量が嫌気培養条件下のメタ
ン生成量よりも多くなった(図 4-9)。セルラーゼ活性についても同様の結果とな
り、すべての地点のサンプルで好気培養条件下のほうが嫌気培養条件下よりも
高いセルラーゼ活性を示した。好気培養区において、Ca Mau, Soc Trang いず
れのマングローブ林においても海岸部の土壌で、内陸部よりも高いメタン生成
活性が認められた。 
 
 
図 4-9. 嫌気・好気培養条件下での積算メタン生成量(µgC kg 乾土-1週-1, a)、 
培養後硫酸濃度(mgS kg-soil-1, b)とセルラーゼ活性(mg-glucose kg 乾土-1週-1, c)  
(a) 
(b) 
(c) 
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  海水、または超純水で希釈した海水を添加した土壌を嫌気培養した結果、添
加される海水が 1/4 濃度に達するまでメタン生成活性は高くなり続け、より添
加海水濃度が低くなると、メタン生成活性がより低くなる傾向が見られた(図
4-10)。 
 
 
図 4-10. 嫌気条件下でのメタン生成量に海水添加処理が及ぼす影響  
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4-4   考察   
 
古細菌の群集構造を解析した結果、PCR-DGGE にてメタン生成菌群集構造
を解析した結果、インド・スンダルバンの古細菌群集構造は、ベトナム・カマ
ウ、ソクチャンのメタン生成菌群集構造と異なり、地域間での古細菌群集構造
の違いがメタン放出量に違いを及ぼしている可能性が示された。しかし、検出
された DGGE バンドを、相同性解析に供したところ、ほとんどのバンドは、
好塩性古細菌である halobacteriaceae 科に属する微生物と近縁であることがわ
かり、マングローブ林土壌中の古細菌は地域を問わず、塩分要求性の高い好塩
性菌で構成されている可能性が示された。Ca Mau の海岸部において、その他
地点で調査されたマングローブ林生態系土壌のメタンフラックス(0.01 mg C m-
2 h-1 ~ 0.77 mg C m-2 h-1)よりも著しく高いフラックスが認められた(3.29 mg C 
m-2 h-1 ~ 5.46 mg C m-2 h-1)。この高いフラックスは、急激な潮汐の運動(浜辺
の波の往来)によって土壌中のガスが強制的に大気へ押し上げられたことに由来
し、一時的に観測されたものと考えられる。しかしながら、Jha et al. (2014)
にて記載されている渦相関法を用いたインド Sundarbans マングローブ林の日
平均メタンフラックスは、150.22±248.87 mg m-2 h-1 (4.69±7.78 mg C m-2 h-
1相当)であり、我々の沿岸域で観測された高いフラックスとほぼ同等である。
以上から、マングローブ林のメタンフラックスには、潮汐運動に伴う強制的な
土壌ガスの大気への放出が大きく寄与している可能性が示唆された。 
しかしながら、急激な潮汐の運動は土壌を頻繁に大気へさらし、酸素を土壌
に供給するため、メタンの発生が抑えられると一般的に考えられている(例え
ば、新井, 2012)。そこで、土壌を好気培養・嫌気培養し、メタン生成量を比較
した結果、好気培養のほうが嫌気培養よりもより多くのメタンを生成する土壌
が、ほとんどであった(全 8 試料中 7 試料)。以上より、既往の研究とは異な
り、本研究で調査されたマングローブ林土壌では、酸素の供給によってメタン
の生成が促進されている可能性が示唆された。メタンは土壌中の絶対嫌気性細
菌によって生成されるため、酸素の供給はメタンの発生を阻害するはずである
が(新井, 2012)、本試験の結果、マングローブ林土壌においては逆の傾向が示
された。土壌の好気培養を行った結果、SocTrang, CaMau いずれにおいて
も、潮汐の影響を最も強く受け、頻繁に酸素が土壌に供給される海岸部で、最
も強いメタン生成活性が検出された。 
セルラーゼ活性を測定したところ、好気条件のほうが嫌気条件よりも高い活
性が示されていたことにより、マングローブ林では、粗大有機物の分解（脱重
合過程）が有機物分解の律速となっており、ある程度酸素が供給されることに
よる好気性細菌のセルロース分解などが加速されることで、よりメタンが発生
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しやすくなっているのではないかと考えられた。特に、海岸部の土壌では干潮
時に酸素が供給されやすく、多糖類の脱重合が進み、再湛水した際にマングロ
ーブ林土壌の嫌気的部位に生存していたメタン生成菌に利用され、メタン生成
が比較的活発に行われていると考えられた。 
また、嫌気培養条件下では、硫酸還元菌などによる嫌気的メタン酸化が活発
化し、メタン生成量が小さくなった可能性が考えられる。我々の培養実験の結
果においても、培養後の硫酸濃度を測定したところ、8 試料中 6 試料で嫌気培
養条件のほうが、好気的培養条件よりも硫酸濃度を低く抑えていた。この結果
により、嫌気培養条件によって、硫黄酸化菌の活性が低くなった可能性も懸念
されるが、嫌気培養条件下で硫酸還元が進み、嫌気的メタン酸化がより進んで
いる可能性も示唆された。高塩濃度環境下での微生物マットでは好気的メタン
酸化菌の活性は無視できるほど小さいとの報告や(Conrad et al., 1995)、海洋
堆積物では硫酸還元菌や新規性微生物群による嫌気的メタン酸化活性が検出さ
れた報告があり(Alperin and Reeburgh 1985)、本研究結果においても、嫌気条
件下において嫌気的メタン酸化活性が著しく高くなった可能性が考えられた。
また、海水を添加して培養した結果、降雨や淡水の流入により、ある程度、マ
ングローブ林土壌に供給される海水が希釈されると、硫酸還元・嫌気的メタン
酸化活性が低くなり、メタンがより生成される可能性が示唆された。しかし、
さらに海水濃度が過剰に希釈されれば(1/8 濃度・超純水添加時)、メタン生成活
性が著しく低くなった。PCR-DGGE の結果、現地の古細菌群集は主に好塩生
古細菌で構成されており、そのマングローブ林土壌に優占する主要な古細菌は
高い塩分要求性を持つ高塩性であることが示唆されており、海水濃度の希釈が
さらに過剰に進むことで、好塩性メタン生成菌の活性もが抑えられていると考
えられた。以上より、海水濃度の低い汽水域のマングローブ林土壌ではメタン
生成が高くなる可能性、堤防建設や淡水用水路の建設によってマングローブ林
土壌の海水濃度が低くなれば、メタン発生量が多くなる可能性が示唆された。
また、高濃度の海水が供給される海岸部では塩分要求性の高い古細菌の活性が
高まり、好塩性メタン生成菌の活性が高くなっている可能性が示された。 
一方、内陸部においては、筍根密度が高いほどメタンフラックスが高くなり、
有意な正の相関関係が認められた。このことから、水田における水稲体同様に、
マングローブ林土壌における筍根は、土壌中メタンの大気へ主要な放出経路と
して機能している可能性が示された。湛水しており筍根だけ水面より出ている
ような地点、非湛水土壌の両方でガスを採取してもメタンフラックス/筍根密度
比が各地で一定であったことから、水稲同様にほとんどのメタンは筍根を通じ
て出ていると考えられた。例えば水田では 90%ほどのメタンが水稲体を出て放
出されているといわれているように(犬伏ら, 1989)、マングローブ林でも、ほと
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んどが筍根から出ていると考えられる。また、筍根はメタンだけでなく、酸素を
地上から地下部へ移動させる役割をもち、筍根によって地上部から地下部へ移
動した酸素は土壌の嫌気的メタン酸化を阻害したり、セルラーゼ活性・多糖類の
脱重合を促す効果も引き起こしてメタン生成を促している可能性が示唆された。 
メタンフラックス/筍根密度比は CaMau マングローブ林にて SocTrang マン
グローブ林よりも高くなったことから、現地のメタンフラックスの制御因子は
筍根密度だけでなく、各マングローブ林の土壌環境（メタン生成環境）やマング
ローブ林の構成樹種の違いも影響していると考えられた。実際、CaMau マング
ローブ林は高さおよそ 18m の木々で構成されているものの、SocTrang マング
ローブ林を構成する樹木の高さは 3~4m 程度であり、マングローブ林構成樹木
の大きさもメタンフラックス/筍根密度比同様、CaMau のほうが、SocTrang よ
りも大きかった。そこで土壌環境とメタン生成菌活性の関係を評価した結果、メ
タン発生量を低減する鉄や硫酸などの電子受容体の土壌中濃度はメタン生成菌
数と関係を示さなかったものの、メタン生成の基質量の指標である電子供与体
濃度（土壌全炭素量）はメタン生成活性と有意な正の相関関係を示していた。以
上より、植生が発達し、炭素貯留が進み土壌中の炭素量が多くなっているマング
ローブ林土壌ほど、より強力なメタン発生源となっている可能性が示唆された。 
これらの結果より、植生だけでなく、潮汐や有機物供給が現地のメタン生成活
性に影響を及ぼしていることがわかった。本研究の結果、マングローブ林土に貯
留されている豊富な土壌有機物は、メタンの重要な発生源として地球環境に作
用している可能性が示された。潮汐差・海水濃度（汽水域か否か）・筍根密度の
内、どれが一番メタンフラックスを強く制御している因子であるかについては、
本研究では、海岸からの距離と土壌塩濃度の関係は認められず、考察が難しいと
考えられる。しかし、本研究の結果、筍根密度がフラックスと有意な相関を示し
ている唯一のパラメーターであることから、少なくとも内陸部では筍根密度が
最も重要なメタンフラックス制御因子であると考えられた。潮汐差の影響とメ
タンフラックスの関係を明らかにするためには、より多くのデータセットが必
要であり、今後の継続的なモニタリングが求められると考えられる。 
近年では、マンゴローブ林土壌からの温室効果ガス放出としては、自然マング
ローブ林土壌から放出している温室効果ガス量（ベースライン）よりも、人為的
影響下に晒された際に放出される量の方が、より注目を浴びている(UNFCCC, 
2013)。確かに、近年、マングローブ林が養殖池建設のために急激に減少してお
り、その堤防・畦建設のため、多量のマングローブ林土壌が湛水・嫌気環境下か
ら掘り起こされ、空気に晒され多量の二酸化炭素を放出しているとされている
(図 1-17)。しかしながら、本研究の結果、人為的影響に晒されていないマングロ
ーブ林においても、降雨や上流域からの淡水流入に伴い、汽水域マングローブ林
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の海水濃度が低下すれば多量のメタン生成が起こりうる可能性が示され、自然
環境下排出量の精緻な観測の重要性が示された。マングローブ林のように生産
量の高い開放系では潮汐や植生変化伴い、各環境因子の大きな時空間変動があ
るため、地域・時間代表性のある精緻な温室効果ガスベースライン観測が求めら
れると考えられる。 
マングローブ林のベースラインの測定の試みも近年始められており、時間分
解能が高く、地域代表性のあるデータが得られる微気象学的渦相関法が用いら
れている(例えば、Jha et al. 2014)。渦相関でのメタンフラックス測定は、しば
しばオーブンパス式とよばれる方法で行われる。この方法では、降雨時にメタン
フラックス測定ができず、土壌・気象観測データを推定モデルに当てはめ、デー
タロス補完が行われる。水田では、しばしば水位が高いほど、湛水期間が長いほ
どメタンフラックスも高くなると考えられていますが、本研究の結果、海水・汽
水によって湛水されれば、硫酸根が流入し、硫酸還元の促進・嫌気的メタン酸化
の促進やセルラーゼ活性の低下など引き起こされ、メタン放出速度はむしろ阻
害される可能性が高いことが示された。よって、水田や森林など、その他の生態
系で利用されているデータ補正モデルをそのままマングローブ林にて利用する
ことは危険であり、注意深く取り扱わなければならないと考えられた。また、海
岸部でメタンフラックスが高いことから、渦相関設置個所の海岸からの距離（ま
たは付近の海岸の形状）、土壌中の硫酸濃度、植生に注意して代表的な渦相関観
測機器設置地点を設定しなければならないと考えられた。また、データ補完に用
いるパラメータとして、メタン生成菌がメタンを生成する際に発行する補酵素
F420 の蛍光度や、土壌や土壌を覆う海水の Salinity（EC）、硫酸濃度等をリア
ルタイム測定するセンサーの開発・利用が求められると考えられた。 
さらなる今後の課題として、適切な人為かく乱の影響のない自然マングロー
ブ林のメタン排出量(ベースライン)観測結果と比較し、人為影響を評価する必要
があると考えられる。マングローブ林減少のその主な原因が水産業の開発(エビ・
魚養殖)や淡水侵入など、水質変化の伴ったものである(図 1-16)。我々の調査の
結果、土壌中の海水濃度が低くなり、淡水流量が増えることで、メタン発生量が
増える可能性が示された。また、高タンパク飼育用資材の養殖池・マングローブ
林土壌への供給に伴い、より強力な土壌有機物の分解（プライミング効果）、メ
タンや亜酸化窒素の放出が予想される(図 4-11)。 
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図 4-11.マングローブの養殖池化に伴い放出される亜酸化窒素の予測経路(Kennedy et al. 2013) 
沿岸生態系から放出される N2O の放出量はいまだ不明である。しかしながら、一般に生態系を問わ
ず、高タンパク飼育用資材（高窒素含量有機質）が土壌・水圏への供給されれば、有機体窒素が無機化・
硝化・脱窒され、温室効果ガスである N2O へと変換されることが知られている。マングローブ生態系に
おいても、硝化・脱窒過程で温室効果ガスである N2O が放出されることが想定されている。 
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近年では、マングローブ林再生のために再湛水化・植林技術が推奨・提案され
ている。しかし Poffenbarger et al. (2012), Kennedy et al (2013)の報告による
と再湛水後の土壌の塩分濃度が低いほど多量のメタンが放出することが沿岸湿
地にて示されており(図 4-12)、湛水後の水質変化・管理にも注意が必要である
(表 4-2)。 
 
 
図 4-12. 土壌の塩分濃度とメタン発生量の関係 
(Poffenbarger et al. 2012, Kennedy et al. 2013) 
 
表 4-2. 土壌の塩分濃度とメタン排出係数(Poffenbafger et al. 2012, Kennedy et al. 2013) 
 
＊ppt (parts per thousand)  
106 
 
 環境価値・経済的生産性を考慮した再湛水・植林に伴うマングローブ林の経済
的価値についての評価も重要である。マングローブ林内に生産されたすべての
産物および環境サービスを経済評価すると 200,000-900,000USD/ha に及ぶと
考えられている(Wells et al., 2006)。具体的には、マレーシア国内の海岸線にお
けるマングローブの沿岸防風林効果・洪水制御機能は 300,000USD/km にもお
よぶと考えられている(Gilman et al., 2008)。より人為的なマングローブ林の利
用に着眼すると、メキシコでのマングローブ林の水産業利用では
37,500USD/ha/年もの生産性があるとされている(Aburto-Oropeza et al., 2008)。こ
れらに加え、Blue Carbon の社会的経済価値は 41USD/ton あると考えられてお
り(Pendleton et al., 2012)、生態系機能（環境サービス能）と水産業由来の経済
的生産性の両方を維持・共存させるシステムが理想的であると考えられる。 
 本研究にて調査された CaMau マングローブ林内の農業生産者らの教育レベ
ル・職業などを調査した Vo et al. (2014b)の調査結果によると、大部分の現地住
民は Intermediate school（日本の中学校）までしか進学しておらず、環境サー
ビスや生態系機能についての理解は不十分であると考えられる(表 4-3)。
 現地住民の職業のほとんどはエビ養殖業であることからも、マングロー
ブ林保全の重要性を理解せずに水産業開発が進められている可能性が示された。 
  
表 4-3. Ca Mau 現地住民の教育レベルおよび職業(Vo et al. 2014b) 
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Vo et al. (2014b)に記載された Ca Mau マングローブ林がもたらす環境サー
ビスの経済価値評価結果によると、炭素貯留効果が約 46,000,000USD、沿岸
浸食防除効果によって約 137,000,000USD、木材貯蓄量として約
422,000,000USD、合計約 620,000,000USD に匹敵するとされる(表 4-3)。今後
は、さらに温室効果ガスの排出に伴う炭素価格も考慮することで、水産業の影
響を反映させ、マングローブ林の水・炭素管理の経済効果を精緻化させること
が求められると考えられる。 
 
表 4-3. Ca Mau マングローブ林がもたらす環境サービスの経済価値評価結果(Vo et al. 2014b)
 
 
Vo et al. (2014a)によると、現地のエビ養殖池拡大に伴い、マングローブ林が
ほとんど失われた地域もあるが、近年ではCa Mau省内のマングローブ林はFull 
protection zone と呼ばれ、マングローブ林として植林・保存されなければいけ
ない指定保護地域と Buffer zone と呼ばれる指定された域内の 60%以上はマン
グローブ林として保護されなければならない指定保護地域に分けられるように
なった。この影響のためか、エビ養殖池内にもある程度マングローブ林を残して
いる shrimp-farming モデルが構築されるようになっている(図 4-13)。今後は、
マングローブ林を養殖池内により多く保全しつ、生態系機能・環境サービス能を
高く維持しつつ、かつメタン発生量を天然マングローブ林のベースラインから
著しく高くならない範囲で極力高くエビ養殖生産効率を維持する shrimp-
farming 技術の開発とその適用が求められる。 
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図 4-13. 多様な shrimp-farming モデル (Vo et al., 2014b) 
養殖池内のマングローブ林密度によって環境サービス能・生態系機能が異なる
と考えられる。  
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以上をまとめ、マングローブ林の環境因子とメタン放出の関係を調査し、今後
への求められる展開について考察を加えた。本研究は保全されているマングロ
ーブ林でのみしか行われていない。しかし、本研究の結果、植生だけでなく、土
壌環境因子や潮汐がメタン発生を制御している可能性が示された。土壌中の炭
素が供給されたり、海水濃度が低くなることで、多量のメタンが発生しうると考
えられた。今後、マングローブ林内の炭素・水管理に極力悪影響を及ぼさない、
即ち、海水濃度や水位を下げず、過剰な高タンパク資材を供給せず、マングロー
ブ樹木を極力高密度に残す Shrimp-farming システムの確立が求められると考
えられた(図 4-14)。 
 
 
図 4-14. 本章での総括図  
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4-5. 要旨 
沿岸生態系にはBlue Carbonと呼ばれる炭素が貯留されており、その量は地上
の湿地/泥炭地の炭素貯蔵量に匹敵すると考えられている。特に、マングローブ
林は地上で最も生産性の高い自然生態系であるとされ、熱帯低湿地域に広範に
広がっている。この低湿地域からも多量のメタンが放出しうる可能性があるも
のの、その定量評価結果の報告例は限られている。本章では、気候変動・人為利
用の影響を受けているマングローブ林のメタン排出量のベースラインを明らか
にするメタン観測システムを設置するため、メタン発生量を制御する環境因子・
土壌微生物性を明らかにするために行われた。 
 2014年6月24日にベトナム国内のCa Mau(N8o37’, E104o43’), Soc Trang(N9o21’, 
E106o05’)に8月6,7日に2014年インド国内Sundarbans(N21o49’, E88o38’)にて土壌お
よび空気試料採取が海岸から距離の異なる複数の地点で行われた。20ml試験管
を用いて各土壌3gずつを2反復・30℃好気または嫌気培養した。 
 結果、特に高い現地メタンフラックスがCa Mauの海岸線上で認められた。土
壌を好気培養した結果、Ca Mau, Soc Trangにて共に海岸線上で採取された土壌が
最も高いメタン生成量・セルラーゼ活性を示した。8試料中7試料においてセルラ
ーゼ活性・メタン生成活性共に好気培養時のほうが嫌気培養よりも高くなった。
以上の結果は、マングローブ林では、粗大有機物の分解（脱重合過程）が有機物
分解の律速となっており、潮汐の影響を最も強く受け、頻繁に酸素が土壌に供給
される海岸部にてある程度酸素が供給されることによる好気性細菌のセルロー
ス分解などが加速されることで、よりメタンが発生しやすくなっているのでは
ないかと考えられた。 
内陸部についてのメタンフラックスについては、筍根密度と正の優位な相関
関係が認められたが、Ca MauとSoc Trangでメタンフラックス/筍根密度比が異な
った。土壌中のメタン生成菌数・嫌気培養条件下メタン生成量は土壌中の遊離鉄
や硫酸濃度と関係を示さなかったが土壌全炭素量と正の相関関係を示した。こ
れらの結果は、現地のメタン発生量は植生、特に筍根密度に影響をうけているが、
筍根密度だけでなく、地域間の土壌有機物量の違いによっても影響を受けてい
る可能性が示された。また、土壌のメタン生成量は4倍希釈された海水が加わっ
た際に著しく高くなっており、水質変化、特に水産業や淡水流入などの人為影響
に強い影響を受けて高くなる可能性が示唆された。 
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第 5 章 総合考察 
 
本研究では、豊かな炭素貯蔵環境を擁するものの、活発な農林水産業開発にも
さらされているモンスーンアジア内の熱帯炭素貯蔵庫[有機質土壌湿地内の集約
的農地および自然林地(第 2 章)、無機質土壌湿地内の集約的農地(第 3 章)・自然
マングローブ林地(第 4 章)]を対象に、より持続的な（生産性を維持・あるいは高
めつつ温室効果ガス放出量を低く抑える）水・炭素管理技術を提案するため、試
験が行われた。 
 第 2 章において、排水された熱帯泥炭地の土壌(有機質土壌)からは、排水され
ていない泥炭地の土壌よりも高い二酸化炭素フラックスが観測された。特に、排
水された後、農地化した泥炭地で、世界最高レベルの亜酸化窒素・二酸化炭素フ
ラックスが観測されたことから、泥炭地の排水・農地化によって泥炭地が強力な
温室効果ガス放出源になっていることが明らかになった。また、土壌中の可溶性
炭素量が多いほど、土壌中の窒素は土壌微生物の菌体に取り込まれ、有機化され
る傾向がみられたこと、窒素の有機化が進むほど、土壌中硝化菌数が減り、亜酸
化窒素フラックスが削減されたことに加え、二酸化炭素フラックスと土壌中可
溶性炭素量の間で関係が認められなかったことから、土壌へ有機態炭素を供給
することで二酸化炭素放出量へ影響を及ぼさずに亜酸化窒素放出量を削減でき
る可能性が示された。一方、湛水した泥炭地では、高い土壌水分および土壌中有
機物含量にもかかわらず、観測されたメタンフラックスは、二酸化炭素フラック
スと比べて無視できるほど小さかった。メタン酸化菌群集構造およびその菌数
動態を評価した結果、現地の土壌は低メタン濃度環境に適応した微生物群集構
造となっており、調査した熱帯泥炭地は、たとえ湛水していてもメタンを放出し
にくい土壌であることがわかった。これらの結果から、泥炭地の排水・農地化に
よって、泥炭土壌が二酸化炭素の吸収源から強力な二酸化炭素・亜酸化窒素の放
出源となっていることが示された。今後、泥炭地の排水を防ぎ、湛水条件に高い
適応性を示す樹種で植林することが、泥炭地の強力な温室効果ガス放出を防ぐ
上で重要であることが示唆された。 
 第 3 章では、集約的な水稲栽培が行なわれているベトナム・メコンデルタ 3 期
作水田にて、水稲栽培に由来する温室効果ガス放出量と水稲生産性の調査が行
われた。筆者らは、現地の常時湛水水田および AWD 灌漑(国際稲研究所で開発
された節水間断灌漑)が導入された水田土壌にて放出される温室効果ガス（メタ
ンおよび亜酸化窒素）と稲わら利用(稲わら焼却およびキノコ栽培)に由来する温
室効果ガス放出量を観測した。結果、AWD 間断灌漑は年間の灌水量を半減しつ
つ、年間の温室効果ガス放出量(水田土壌から放出される温室効果ガスおよび、
稲わら利用に由来する温室効果ガス放出量)を 23~43%削減した。興味深い点は、
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年間の水稲籾収量は AWD 灌漑によって高められたことにある。フィリピンや
インドでは、AWD 灌漑の導入によって籾収量が落ちる傾向にあると報告されて
いるが、本研究の結果、若干ではあるがパイライト(含硫黄鉱物)が含まれるメコ
ンデルタ土壌では AWD 灌漑を導入することで、土壌に酸素が供給されて硫酸
還元が抑制され、有毒な硫化水素ガス発生を阻害し、収量を高めている可能性が
示された。これらの結果から、熱帯人工湿地では常時湛水ではなく、ある程度、
土壌水位を低く抑えることで、水稲生産性を高めつつ、温室効果ガス排出量を削
減できる可能性が示された。 
 第 4 章では、エビの養殖によって、その面積が大きく減っているベトナムメ
コンデルタ内のマングローブ林および世界最大のマングローブ林であるインド
スンダルバンの土壌を分析し、メタン生成菌活性に及ぼす影響因子を解析した。 
 結果、海岸から離れた位置にあり、土壌有機物が多い Ca Mau 省の土壌は高
いメタン生成活性とメタン生成菌数を示した。培養試験の結果、超純水にて 4 倍
希釈された海水を添加して培養することで、無添加区・海水添加区・2 倍希釈海
水添加区よりも顕著に高いメタン生成活性が示された。これらの結果から、炭素
の貯蓄が進んだマングローブ林土壌はメタンの放出源になりうる可能性が示唆
された。また、海水の流入によって硫酸が供給されているマングローブ林土壌で
は、有機物をめぐって硫酸還元菌とメタン生成菌が競合し、メタン生成が抑えら
れている可能性も示唆された。以上より、海水流入を防ぐ堤防を創り、汽水環境
で行うエビや魚の養殖がおこなわれることによって、マングローブ土壌への硫
酸供給が滞ったり、魚介類の糞尿・養殖用餌やエビの抜け殻など有機物が土壌へ
供給されることで、より強力にメタン放出が行われる可能性がある。また、汽水
域からの湛水の流量変化などにも注意せねばならないと考えられた。 
 以上のように、各熱帯炭素貯蔵庫で適切な水・炭素管理は異なると考えられる。
泥炭地(有機質土壌)では、いかに水位を高く維持し、かつ土壌へ炭素を隔離させ
るかが重要な反面、人工湿地である熱帯水田では、過剰な常時湛水環境は強力な
メタン放出を引き起こしてしまうため、適度に土壌を乾かし、酸素を供給するこ
とで土壌の過剰還元を抑制する技術の重要性が示唆された。マングローブ林に
おいては、海水の供給によって土壌中の硫酸濃度を高く維持することで、メタン
生成菌活性を抑制する環境管理の有効性が示唆された反面、炭素の貯留が進ん
でいるマングローブ林土壌は、強力なメタン発生源となりうる可能性も示され
た(図 5)。 
排水・農地化された泥炭地調査の結果、世界最大レベルの亜酸化窒素放出量が
観測されたこと、また、その放出量は年々増加していることが分かり、今後も引
き続き、観測を継続しながら、温室効果ガス発生過程理解に向けて研究を展開す
る必要がある。また、人工湿地である水田への AWD 間断灌漑技術の有用性が明
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らかになり、今後は、その長期連用効果を引き続き調査することで、AWD の有
望性を検証する必要がある。マングローブ林土壌においては、土壌炭素の貯留量
の空間的変動は非常に大きいことが分かり、今後、土壌の不均一性を適切に考慮
して温室効果ガス放出量観測システムを構築する必要が示された。また、エビ養
殖池に転用されたマングローブ林跡地や、エビ養殖がおこなわれているマング
ローブ林のメタン生成菌活性・温室効果ガス放出量評価を行い、保全されている
マングローブ林土壌と比較する必要もある。また、これら異なる生態系情報を統
合的に扱い、各生態系の地球温暖化への寄与を比較化可能にするため、今後は異
なる究分野との連携を強化しつつ、熱帯炭素貯蔵庫の全体像の把握に取り組む
必要がある。著者らは今後もこれら生態系の地上観測を継続しつつ、加えて、先
端の衛星リモートセンシング技術を用いて各生態系の炭素・水管理状況を把握
し、衛星情報と地上観測結果の統合方法を確立するために取り組んでいく予定
である。 
 
 
図 5. 本研究の総括図。青破線は地下水位・圃場水位を示す。 
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Summary of general discussion 
 
This dissertation aimed to establish more sustainable water and carbon 
management of tropical-high-carbon-reservoirs than conventional management for 
mitigating greenhouse gas (GHG) emissions as explained by studies in subsequent 
chapters. 
In the 2nd chapter, GHG emission from tropical peatlands as affected by 
drainage and agricultural land-use was studied where higher carbon dioxide (CO2) 
emission was observed in drained than in undrained tropical peatlands. Especially in the 
drained peatland used for agriculture, where the global maximum levels of nitrous oxide 
(N2O) and CO2 emissions were observed. Therefore, drained peatland for agriculture 
might have become an important source of GHG emission. Because soluble organic 
carbon in the peat soils enhanced nitrogen (N) uptake of heterotrophic soil microbes, the 
N competition between the heterotrophic microbes and nitrifiers were expected to reduce 
N2O emission from the soils. Regarding GHG emission from the flooded peatlands, 
methane (CH4) emission was negligible even in the flooded soils with high organic carbon 
content. Analysis of methanotrophic microbial community in the soils showed that the 
community was adapted to the soil environment with low CH4 concentration and high 
oxygen concentration (not methane productive condition) even in the flooded soils. These 
results suggested that drainage and agricultural land-use would have promoted the 
greenhouse gases emission more than keeping the peatland under wet conditions (high 
water levels) covered by vegetation supplying organic matter to the soils. 
In the 3rd chapter, GHG emission from a triple rice cropping system in the 
Mekong Delta, Vietnam was studied for indigenous water and carbon management. 
Comparison of GHG emissions in continuously flooded-paddies and Alternate Wetting 
and Drying (AWD) irrigation paddies was conducted.  In addition, GHG emissions from 
straw-use (straw-burning and straw-mushroom cultivation) was also quantified. Alternate 
Wetting and Drying irrigation halved annual irrigation rate and reduced annual GHG 
emissions from the rice-based agricultural systems (paddy soils and straw-use) from 23 
to 43%. It is interesting to note that, annual grain yield was increased by AWD irrigation. 
In this study, it was found that hydrogen sulfide, a toxic gas prone to be produced in 
flooded pyritic soils in the Mekong Delta and AWD irrigation might have suppressed the 
toxic gas production to promote rice growth by supplying oxygen into the soils. It was 
suggested that tropical artificial wetlands, called rice paddies, should be air-dried 
moderately with AWD irrigation to improve rice productivity and reduce GHG emission.  
In the 4th chapter, activities of methane producing bacteria and related soil 
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environmental factors were studied in mangrove forests located in Vietnamese Mekong 
Delta and Indian Sundarban forest. High activity of methane producing bacteria were 
found in the mangrove soils with relatively high carbon content. In addition, higher 
methane producing bacterial activity were detected as sea water added to the incubated 
soils were more distilled. These results indicated that, as the soils had a larger amount of 
carbon reserves, more methane can be produced. In addition, intrusion of water which 
contains sulfate might have inhibited the activities of methane producing bacteria by 
promoting competition of electron supplier between methane-producing bacteria and 
sulfate-reducing bacteria. For further study, the effect of anthropogenic activity, such as 
shrimp-farming aqua culture, needs to be studied for methane producing bacterial activity 
in the soil environment. 
From the various studies above, it was suggested that different water and carbon 
management was required in each tropical carbon reservoir. In tropical peatlands (tropical 
organic soils), conserving water level as much as possible in forestry is a prospective way 
to reserve carbon in the soils. In contrast, moderate water level lowering technique was 
needed in triple rice cropping system, the artificial wetlands (tropical inorganic soils) to 
reduce GHG emission and promote rice productivity. For coastal ecosystems, mangrove 
soils with high carbon content was found to have a potential for reducing methane 
emission caused by inflow of tidal water.  
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和文要旨 
 
2013 年 10 月、国際気候変動枠組条約事務局による会議 Technical and Scientific 
aspects of ecosystems with high-carbon reservoirs not covered by other agenda items 
under the convention が催された。同会議では、永久凍土・泥炭地/湿地・沿岸生態
系が世界最大の炭素貯蔵庫であり、農業・水産業開発によって土地利用変化・森
林伐採の影響を受けて多量の二酸化炭素を放出されているものの、
MRV(Monitoring, Reporting and Verification)システムの構築が発展途上にあると結
論づけられた。そこで本研究では、世界炭素貯蔵庫の中でもとりわけ強力な温室
効果ガス放出源として注目されている熱帯泥炭地・湿地を対象に温室効果ガス
とその環境要因を定量的に評価した。 
水田開発を目的とした大規模泥炭地開発事業により、泥炭土壌有機物の微生
物分解・火災が助長され、多量の二酸化炭素放出が報告されているインドネシア
中央カリマンタンにて、温室効果ガスと環境因子を計測した結果、世界最大レベ
ルの強力な亜酸化窒素放出と、それに伴う強力な泥炭有機物分解を計測し、人為
的な熱帯泥炭地の開発が土壌の窒素循環を加速させ、強力な温室効果ガス放出
を引き起こしていることを明らかにした。 
世界で最も集約的な水稲生産が行われているベトナム・メコンデルタ人工湿
地でも世界最大レベルのメタン放出を計測するとともに、AWD とよばれる間断
灌漑や現地慣行の稲わら管理を用いて、水稲生産性を高めつつ・温室効果ガス排
出量を削減できる可能性を示すことができた。 
いまだ、温室効果ガス観測例が限られている沿岸地域を評価するため、マング
ローブ林土壌を対象に簡易試験を行い、筍根密度・土壌中海水濃度・水位変動が、
現地のメタンフラックスやメタン生成活性の制御因子であることを明らかにし
た。  
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Abstract 
 
In October 2013, UNFCCC workshop “Technical and scientific aspects of 
ecosystems with high-carbon reservoirs not covered by other agenda items under the 
convention” was held. In this workshop, permafrost, peatlands/wetlands and coastal 
ecosystems were respected as the highest carbon reservoirs in the world, which are 
emitting substantial amounts of carbon dioxide (CO2) as affected by agriculture and 
aquaculture. 
Because the establishment of MRV (Monitoring, Reporting and Verification)  
system for the high carbon reservoirs became required globally, this study was conducted 
to evaluate greenhouse gases emission and environmental factors in the tropical high 
carbon reservoirs where the especially high greenhouse gas emission has been reported, 
for the discovery of more sustainable carbon and water management.  
Due to a massive peatlands draining national project called Mega-rice project in 
Kalimantan, Indonesia, huge amount of soil-carbon in the tropical peatland has been 
decomposed by soil microbes or burned by peat-fire to be emitted to the atmosphere 
artificially. In this study, greenhouse gas emission and environmental factors in the 
tropical peatlands were monitored. As results, the world-highest level of nitrous oxide 
emission accompanied with high CO2 emission was recorded. It was suggested that, the 
artificial land-use such as drainage and fertilization might have driven the nitrogen 
circulation to stimulate intense greenhouse gas emission in the tropical peatlands. 
The world highest level of methane emission was monitored in a triple rice cropping 
system, an artificial wetland of the Vietnamese Mekong Delta where the intensive rice 
cropping has been conducted. This greenhouse gases and rice productivity monitoring 
was conducted regarding intermittently irrigation called AWD (Alternate wetting and 
Drying), developed in International Rice Research Institute and three types of the 
conventional straw (carbon) management in the region. As results, the possibility of AWD 
to reduce regional greenhouse gas emission with increase of rice productivity in the triple 
rice cropping system was clarified. 
So as to evaluate greenhouse gas emission from tropical coastal ecosystems where 
the monitoring report of greenhouse gases were still few, greenhouse gas emission and 
production was studied in several tropical mangrove forests in this study. As results, tidal 
movement (or oxygen supply to the soils) which could have promoted cellulaze activity, 
the density of aerial roots of mangroves, carbon content of soils and the concentration of 
sea-water in soils might have controlled methane emission in the mangrove forest.  
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